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本試験全問題＋解答・解説
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平成14年度の午前問題は，試験時間が１時間30分で問題数は50問（全問

必須）であった。複雑な計算問題もなく，単語の意味を問うだけの問題も

あり，それほど時間をかけずに解くことができたのではないだかろうか。

情報処理技術者スキル標準（IT共通知識体系）によれば，SD試験は

「コンピュータシステム」「システムの開発と運用」「セキュリティと標準

化」「情報化と経営」の４分野から出題されることになっている。実際の

試験では，上記４分野に加えて「ネットワーク技術」「データベース技術」

の２分野からも出題された。これは例年のことなので，出題されるものと

して扱ったほうがよい。

特に「情報化と経営」は最も出題比率と難易度が高いので，しっかり押

さえておく必要がある。傾向として，実務経験はなくとも勉強をすれば解

ける問題が多い。午前問題診断表を付けておいたので，自分の苦手とする

分野を把握し，効率の良い試験勉強をして欲しい。
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平成14年度
秋期 午前問題の出題傾向

出題数 出題比率 分野 レベル 
8問 16％ コンピュータシステム 中 
13問 26％ システムの開発と運用 中 
3問 6％ ネットワーク技術 － 
3問 6％ データベース技術 － 
4問 8％ セキュリティと標準化 中 
19問 38％ 情報化と経営 高 

（平成14年度実績） 



まずは「選択ライン」の６割を目指して進めていきたい。情報処理技術

者スキル標準（IT共通知識体系）の分野ごとに自己採点し，６割以上獲得

した分野については得意分野とおき，不得意分野の勉強に集中するとよい。

そして午前問題対策が終われば，早く午後問題対策に移りたい。

IT共通知識体系は，下記の８つの分野に分かれている。

SD試験の出題範囲は②③⑥⑦であるが，例年④⑤の問題も出題されて

いる。

次の診断表を使って分野ごとの得意／不得意を認識して欲しい。

《午前問題診断表の使い方》

・H14年午前問題を解き，正解した問題番号の網掛け欄に○を付ける。

・右側の計欄に○の個数を記入し，最下段にも書き写す。

・○の数の合計を計算し，設問数で除算し正解率を求める。

正解率60％弱の分野が「あなたの不得意分野」である。

得意分野を伸ばして全体で60％以上の得点を確保する方法もあるが，

不得意分野を是非克服するようにして欲しい。

①コンピュータ科学基礎 ⑤データベース技術

②コンピュータシステム ⑥セキュリティと標準化

③システムの開発と運用 ⑦情報化と経営

④ネットワーク技術 ⑧監査

平成14年度
秋期
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午前問題診断表
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分野 問 1 問 2 問 3 問 4 問 5 問 6 問 7 問 8 問 9 問10 計１ 
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 

② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 

② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 

② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 

② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 

分野 問11 問12 問13 問14 問15 問16 問17 問18 問19 問20 計２ 

分野 問21 問22 問23 問24 問25 問26 問27 問28 問29 問30 計３ 

分野 問31 問32 問33 問34 問35 問36 問37 問38 問39 問40 計４ 

分野 問41 問42 問43 問44 問45 問46 問47 問48 問49 問50 計５ 

計１ 計２ 計３ 計４ 計５ 合計 設問 %
8
13
3
3
4
19

⑥　セキュリティと標準化 
⑦　情報化と経営 

②　コンピュータシステム 
③　システムの開発と運用 
④　ネットワーク技術 
⑤　データベース技術 

 



問１　解答　ア

RAIDの分類の知識を問う問題である。初級シスアド試験でもよく出題

される問題といえる。

RAID（レイド）とは，磁気ディスクの信頼性を高めるため，データを

分割して配置する理論のことを指す。

平成14年度
秋期
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午前問題　解答・解説

RAID0（ストライピング） RAID1（ミラーリング）

高速化のため，データを複数
ディスクに分割して書込

冗長性を高めるため，データを
複数ディスクに同時書込

データ  

分割書込 

データ  

同時書込み  

・・・  ・・・  

RAID2

高速化のため，データを複数
ディスクに分割して書込

冗長性を高めるため，データを
複数ディスクに同時書込

・・・

データ  

bit分割  

・・・

ハミング（ECC）コード

RAID3・RAID4 RAID5
 

・・・

データ

分割  

パリティ

・・・

データ

分割

パリティ分散配置

冗長性を高めるため，データを複数
ディスクに分割し，パリティを付与
する。RAID3はbi t・byte単位，
RAID4はブロック単位。

冗長性を高めるため，RAID4の
パリティを複数ディスクに分
散配置する。



実業務では，RAID0・RAID1・RAID10（RAID0とRAID1の機能を複合

したもの）・RAID5がよく利用される。

正解はア（RAID1：ミラーリング）となる。

問２　解答　ア

LAN間接続機器の知識を問う問題である。LAN間接続機器の機能知識

を問う問題はよく出題される。

リピータ：電気信号を増幅し，LANの最大距離を延長できる機器

ハブ：複数の端末を１本のLANに接続するための集線用機器

スイッチングハブ：ハブの一種であるが，MACアドレスの学習によ

り，該当ポートへのみ伝送する機器

ブリッジ：リピータの高機能版。MACアドレスの学習により該当

LANセグメントへのみ伝送する機器

ルータ：IPアドレスの学習により送信経路を制御する機器

ブルータ：ブリッジとルータの機能を揃える機器

ゲートウェイ：異なるプロトコルで通信するための機器

正解はア（スイッチングハブ）となる。

問３　解答　エ

３層クライアントサーバシステムとは，システムを次表の様に論理的に

分けたシステムである。
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７ ゲートウェイ 
６ 
５ 
４ 
３ ルータ ブルータ 
２ ハブ・ブリッジ 
１ 

アプリケーション層 
プレゼンテーション層 
セション層 
トランスポート層 
ネットワーク層 
データリンク層 
物理層 リピータ 

OSI基本参照モデル LAN間接続機器 



ア：不正解。機能的な切り分けは関係ない。

イ：不正解。機能的な切り分けは関係ない。

ウ：不正解。物理的なハードウェアは関係ない。

エ：正　解。

問４　解答　ウ

ディスクの処理能力を計算する問題であり，初級シスアド試験でもよく

出題される。

トランザクションを毎秒20回処理し，１つのトランザクションで４回の

ディスク入出力処理が必要となるので，必要なディスク入出力処理は，20

（回／秒）×4（回）＝80（回／秒）である。

１回のディスク入出力処理は平均40ミリ秒なので，

全体では80（回／秒）×0.04（秒）＝3.2回である。

3.2回以上の並列処理を行なえるディスクの台数は４台である。

正解はウ（４台）となる。

問５　解答　ア

RASISという「システム評価」の指標がある。

R：Reliability（信頼性）正常に動作する（MTBF）

A：Availability（可用性）必要なときに利用できる（稼働率）

S：Serviceability（保守性）故障の修復が早い（MTTR）

I ：Integrity（保全性）データが整合とれている

S：Security（機密性）不正アクセスを防ぐ

MTBF・稼働率・MTTRの３つは数値での表現が可能で，これらの３つ

をRASという。
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プレゼンテーション層 ユーザ・インターフェース クライアン
ト 

サーバ アプリケーション層 
（ファンクション層） 

データの加工処理 

データ層 データベースのアクセス 



ア：正　解。可用性。

イ：不正解。これは操作性の説明である。

ウ：不正解。これは互換性の説明である。

エ：不正解。これは機密性の説明である。

問６　解答　イ

稼働率に関する知識を問う問題であり，初級シスアド試験でもよく出題

される。

稼働率は「故障間隔」と「修理時間」が関わってくる。

修理終了→→正常稼働→→→→故障→→→修理→→→修理終了→→

・故障間隔＝修理が終了してから次に故障するまでの時間

・修理時間＝故障してから修理が終了するまでの時間

稼働率の計算は，

稼働率a＝平均故障間隔x／（平均故障間隔x＋平均修理時間y）

で求められる。修理中を含めた全ての時間の中で正常に使える時間が

どれくらいの比率であるかを表している。

従来の稼働率をa，使用条件が変わった稼働率をa’とすると，

a＝x／（x＋y）

a’＝1.5x／（1.5x＋1.5y）＝x／（x＋y）＝aとなる。

したがって，x及びyが共に1.5倍になっても稼働率は変わらない。

したがって正解はイ（従来の稼働率と同じになる）となる。

問７　解答　ア

ADSLの接続に関する知識を問う問題であり，接続装置の名称は，例年

出題される。

ADSL（Asymmetric Digital Subscriber Line：非対称デジタル加入者線）

は，既存のアナログ電話回線を利用したまま高速データ通信を実現する技

術である。電話機で利用する音声信号とパソコンなどで利用するデータを

故障間隔（稼働中） 修理時間（停止） 
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同一電話回線上に流すことができる。そのため，加入者は「スプリッタ」

と呼ばれる機器を接続し，音声信号とデータを分配する。

ア：正　解。スプリッタ。

イ：不正解。ターミナルアダプタ（TA）はISDNに接続するための機器

である。

ウ：不正解。ダイヤルアップルータはLANからインターネットに接続

するための機器である。

エ：不正解。ハブはLANの集線機器である。

問８　解答　ウ

DNSに関する知識を問う問題であり，初級シスアド試験でもよく出題さ

れる。

DNS（Domain Name System）は，ホスト名とIPアドレスの対応表を持

つシステムである。主な機能は，

・数字の羅列であるIPアドレスで通信せず，意味を持たせたホスト名

（文字列）で通信することにより間違いを防ぐことができる。

・サーバのメンテナンスで他のハードを利用する際，各クライアント

側でサーバのIPアドレスを変えなくても，DNSの設定を変えるだけ

で利用できる。

などである。

ア：不正解。DNSでは稼働実績を蓄積できない。これはアクセスサーバ

の説明である。

イ：不正解。DNSでは不正アクセスを監視できない。これはファイヤ

ウォールの説明である。

ウ：正　解。各クライアントでの設定変更の必要がないので，予備サー

バへの切り替えが容易である。

エ：不正解。DNSではネームサーバに自動収集できない。このような，

ネットワークに接続してホスト名とIPアドレスを自動的に収集する

ネットワーク監視の仕組みが販売されている。
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問９　解答　エ

データマイニングに関する知識を問う問題である。

データマイニング（Data Mining）とは，データを採掘するという意味

である。蓄積された膨大のデータの中から経営に有益な情報を探し出すた

めの技術である。

ア：不正解。OLAP（Online Analytical Processing：オンライン分析処

理）の説明。

イ：不正解。カプセル化の説明。

ウ：不正解。チューニングの説明。

エ：正　解。データ間の関連性や規則性を発見。

問10 解答　エ

データベースのアクセス方法に関する知識を問う問題である。

データに対するアクセスモードが「共用」設定になっていれば，２つの

プログラムから同時にアクセスが可能である。「排他」設定になっていれ

ば，後続プログラムからのアクセスは不可能である。先行するプログラム

と後続のプログラムで設定が違っても，どちらかが「排他」であればアク

セスは不可能である。

ア：不正解。「排他」→「共用」及び「共用」→「排他」は，後続プロ

グラムが待たされる。

イ：不正解。「共用」→「排他」は，後続プログラムが待たされる。

ウ：不正解。「排他」→「共用」は，後続プログラムが待たされる。

エ：正　解。

問11 解答　ア

「ネットワーク上で処理を代行する自律的ソフトウェア」のことをエー

ジェントと呼ぶ。エージェントは「代理人」という意味を持ち，指示をし

ておくと自律的に処理を行なってくれるものである。

ア：正　解。エージェント。

イ：不正解。「コラボレーション」とは「協同作業」（上流工程で早めに
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情報公開をし，下流工程からの意見を吸い上げたり事前準備をして

もらうなど）のこと。

ウ：不正解。「シームレス」とは「つなぎ目のない状態」（システム間を

そのままのデータで受け渡しできるなど）のこと。

エ：不正解。「ワークフロー」とは「業務の一連の流れ」（作成・照査・

承認の流れなど）のこと。

問12 解答　ア

テキストデータにタグを付加し，「文字の大きさ・タイプ」や「文書の

構造」などを表すことのできるものを「マークアップ言語」と言い

SGML・HTML・XMLなどがある。SGML（Standard Generalized Markup

Language）は，米国防省によって軍事関係のマニュアル作成用に作られた

表記法で，ISOに制定されている。HTML（Hyper Text Markup Langua-

ge）は，SGMLを参考にしてWWW（World Wide Web）用に作られた表記

法である。XML（Extensible Markup Language）は，W3C（World Wide

Web Consortium）で策定したものである。電子商取引などを含めて汎用的

に利用でき，利用者が新たなタグを定義できることが特徴である。

ア：正　解。XMLは任意のタグ名称を定義できる。

イ：不正解。XMLはHTMLを拡張したものなので「同じもの」ではな

い。

ウ：不正解。XMLはHTMLの表示性能改善ではなく，電子商取引など

を可能にしたもの。

エ：不正解。XMLはSGMLのサブセットであり独自仕様で開発されたも

のではない。

問13 解答　エ

DFD（Data Flow Diagram）は，業務（プロセス）とデータの流れを図

で表したもので，業務の現状分析に使われる。

ア：不正解。「流れ図記号」で表したものはフローチャートである。

イ：不正解。「システムの状態の推移」を表すのは状態遷移図である。
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ウ：不正解。データの構造を「“実体”と“実体間の関連”」という概念

で表したものはE―R図である。

エ：正　解。業務をデータの流れに注目して表したもの。

問14 解答　イ

ユーザの要求はさまざまであり，対象者や要求の種別などにより分析方

法を変える必要がある。「（1）業務に詳しい人の選出」から対象者の人数

は少ないと思われる。次に「（2）的確な質問の事前準備」から事前準備が

出来ていなくても実施は可能なものであると思われる。さらに「（3）実施

時の要点の確認」とあわせて，その場での対応となってしまわないため，

「事前に的確な質問と要点を押さえておく必要がある」ことを感じる。

ア：不正解。「アンケート法」は多くのユーザに対して実施できる。

イ：正　解。インタビュー。

ウ：不正解。「デルファイ法」は意識調査を行い，その結果を見てもら

いながら再度同じ意識調査をする方法。

エ：不正解。「ブレーンストーミング」は「自由奔放」「批判厳禁」「質

より量」「便乗歓迎」の4つのルールを守り，グループでアイデアを

出しあう方法。

問15 解答　ア

オブジェクト指向の「カプセル化」についての知識を問う問題である。

オブジェクト指向のプログラミングにおいて，カプセル化とは，「デー

タ」と「操作」を一体化して，ブラックボックスのように中身を見えなく

して独立性を高めることである。

ア：正　解。オブジェクト毎が独立しているので影響を及ぼしにくい。

イ：不正解。親クラスの属性を子クラスが利用するのは「継承（インヘ

リタンス）」の説明である。

ウ：不正解。既存の型に加えてユーザ定義型を追加するのは「オーバー

ロード」の説明である。

エ：不正解。同一メッセージを送っても異なる動作をするのは「ポリモ
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フィズム」の説明である。

問16 解答　エ

関係データベースのファイルに関する知識を問う問題である。

各ファイル間の関係は下記の通りである。

当月と前３か月分の受注実績がわかるのは，上の�～③である。

・商品マスタファイルと当月受注ファイルより，

商品ごとの受注額がわかる。

・顧客マスタファイルと当月受注ファイルより，

顧客ごと・担当者ごとの受注額がわかる。

したがって，正解はエ（担当者別の顧客別受注実績）となる。

問17 解答　ア

アローダイアグラムはPERT図とも呼ばれ，プロジェクトの日程管理な

どに使われる。○印をイベント，矢印をアクティビティと呼ぶ。アクティ

ビティ上に書かれた数字は作業日数を表す。

全体の日程を短くするには，ボトルネックとなっているアクティビティ

を探す必要がある。その経路のことをクリティカルパスと呼ぶ。
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当月受注
ファイル

担当者マスタ
ファイル

顧客マスタ
ファイル

顧客Ｃ 商品Ｃ �受注額

商品Ｃ 名称 ① ② ③

顧客Ｃ 名称 ① ② ③担当Ｃ

担当Ｃ 氏名

�当月受注額
①前月受注額
②２か月前受注額
③３か月前受注額

商品マスタ
ファイル



クリティカルパスの見つけ方は，まず，イベント毎に最早結合点時刻

（一番早く作業を開始できる日のことで，アクティビティの作業日数を足

してゆく。複数の経路がある場合は，一番数字の大きなもの）を求める。

次に最遅結合点時刻（少なくともこの日までには作業を開始しなければな

らない日のことで，最終日程からアクティビティの作業日数を引いてゆく。

複数の経路がある場合は，一番数字の小さなもの）を求める。最後に，最

遅結合点時刻－最早結合点時刻を求める。

これが余裕日数で，この日数が０日の経路がクリティカルパスとなる。

①→②→④→⑦→⑨の経路がクリティカルパスであり，この経路のいず

れかの作業日数が短くなれば全体の日程も短くなる。

①→③→⑥→⑧→⑨のパスの余裕日数が「１日」なので，クリティカル

パスを２日間短縮すると，クリティカルパスが別の経路となる。

以上より正解はア（②→④はクリティカルパスなので）となる。

問18 解答　イ

チェックディジットは，キーボードの入力ミスによりコードが変わって

しまうなどのトラブルが無いように，コード自体で正しく入力されている

かどうかが解る仕組みである。純粋に計算して解く必要がある。
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ア：不正解。

（1）1＊4＝4 3＊3＝9 1＊2＝2 2＊1＝2

（2）4＋9＋2＋2＝17

（3）17／10＝1…7

チェックディジットも7なのでエラーとならない

イ：正　解。

（1）2＊4＝8 1＊3＝3 1＊2＝2 2＊1＝2

（2）8＋3＋2＋2＝15

（3）15／10＝1…5

チェックディジットは1なのでエラーとなる

ウ：不正解。

（1）3＊4＝12 7＊3＝21 1＊2＝2 8＊1＝8

（2）12＋21＋2＋8＝43

（3）43／10＝4…3

チェックディジットも３なのでエラーとならない

エ：不正解。

（1）4＊4＝16 9＊3＝27 1＊2＝2 5＊1＝5

（2）16＋27＋2＋5＝50

（3）50／10＝5･･･0

チェックディジットも0なのでエラーとならない。

問19 解答　ウ

リポジトリ（Repository）には貯蔵庫・倉庫という意味がある。ソフト

ウェアの開発ツールや出来上がったプログラムなどを共有するためのデー

タベースである。

ア：不正解。各工程の作業手順を管理することは可能であるが，定義を

容易にするわけではない。

イ：不正解。各工程での作業予定表と作業実績を管理することは可能で

あるが，関連付けて管理するわけではない。

ウ：正　解。各工程での成果物が一元管理でき，用語の統一などがしや
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すくなる。

エ：不正解。各工程での発生不良を管理することは可能であるが，それ

で品質分析が容易になるわけではない。

問20 解答　ウ

システム運用にかかわる費用をユーザ部門に意識させ，公平に配布し，

費用の抑制をはかるための制度を課金制度と呼ぶ。システムの利用時間・

ディスクの占有量などを計算し，受けたシステムの恩恵に見合う費用を支

払う制度である。

ア：不正解。委託計算制度は，計算処理を外部に委託する制度。

イ：不正解。外部委託制度は，システム運用などを外部に委託する制度

であるが，ユーザ部門ごとに費用を意識させることは出来ない。

ウ：正　解。課金制度。

エ：不正解。標準原価制度は，実際の製造でかかった金額の妥当性を評

価するために，あらかじめ計算された標準的な原価のこと。

問21 解答　ウ

出題例はないが，選択肢エの記述内容は，システムの信頼性設計に関す

る設問としてよく出題される。

システムの保守とは，ソフトウェアやハードウェアが所定の機能を保ち，

正常に実行できるように維持・管理する作業である。様々な保守方法につ

いては，本問の選択肢で見ていく。

ア：不正解。これは，「遠隔操作」の説明である。

イ：不正解。これは，「予防保守」の説明である。なお，予防保守は平

均故障間隔（MTBF : Mean Time Between Failure）の向上に，

従ってシステムの稼働率の改善に貢献する。

ウ：正解。

エ：不正解。これは，システムを停止しないようにする「活性保守」の

説明である。故障時に，故障箇所を切り離して機能低下の状態で動
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作を続けることを「縮退運転（フォールバック）」といい，このよ

うにしてシステム稼働を維持する機能を「フェールソフト」という。

これとよく似たものに，「フェールセーフ」「フォールトトレラント」

「フールプルーフ」がある。それぞれの違いを中心に，内容を理解

しておくとよい。

問22 解答　エ

1950年代，開発費用の大部分は，当時まだ大型汎用コンピュータが主流

であったハードウェアにかかり，ソフトウェアにかかる費用は20％未満し

かなかった。その後，半導体技術の進歩もあり，ハードウェアにかかる費

用が劇的に低減した。一方，多様化するユーザ要求に応えるため，ソフト

ウェアにかかる費用が増大し，その割合は1980年代には約80％に達した。

特に，新規開発ソフトウェアにかかる費用の割合が約20％にとどまる一

方，保守費は大幅に増加して約60％を占めるに至った。このような傾向

は，B.W.Boehm（ベーム）によって指摘された。

以上のことから，エが正解となる。

問23 解答　ア

ソフトウェア製品の保守管理を容易にするような品質特性を，保守性と

いう。例えば，次のようなことが挙げられる。

・構造化設計，構造化プログラミング

・モジュール化

・仕様変更を想定した設計（コード体系，レイアウト，拡張性）

・ドキュメントの理解が容易，かつ常に最新の状態を保つこと

品質特性として，保守性の他に，機能性，信頼性，使用性，効率性，移

植性がある。これらは，ISO／IEC9126（JIS X 0129）に定義されている。

ア：正解。ソフトウェア障害の発生件数自体は，保守作業に影響するも

のではない。

イ：不正解。ソフトウェア修正後に，正常動作することを確認し，要求

仕様を満たしているか否かを確認する検証は，保守作業を完了する
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ために必要である。

ウ：不正解。ソフトウェアを解析し，障害除去のためにソフトウェアを

変更することの難易度は，保守作業に影響する。

エ：不正解。プログラム・コードや設計書，マニュアルなどが分かりや

すく書かれているか否かは，保守作業に影響する。

問24 解答　イ

マニュアル作成上の留意事項については，過去に何度か出題されている。

システムを活用するためには，マニュアルの整備が必要不可欠である。設

問自体は常識的な内容を問うており，日頃の業務を実践的に行っていれば，

確実に得点できると思われる。

ア：不正解。選択肢の記述とは逆に，複数の手順を追って箇条書きにす

るなどの工夫が必要である。

イ：正解。語を密接させて，修飾・被修飾の関係を分かりやすくする。

ウ：不正解。選択肢の記述とは逆に，重要事項から順に記述して，読み

手の注意をそらさないようにする。

エ：不正解。選択肢の記述とは逆に，長い修飾語を先にする。

問25 解答　ウ

出題例は少ないが，目的に合わせてグラフを適切に使い分けることは，

プレゼンテーション技法の１つとして重要である。例えば，時間的変化を

表す（折れ線グラフ，棒グラフ，Zグラフ），内訳や構成比を表す（円グ

ラフ，ドーナツグラフ），バランスを表す（レーダー・チャート），分布状

態や相関関係を表す（散布図，バブル・チャート）などである。

ア：不正解。金額の推移は棒グラフで表すのが通例であり，また，２つ

の金額の絶対値が大きく離れている場合は２軸グラフが用いられ

る。

イ：不正解。指数関数の関係を，処理や直感的理解の容易な比例関係に

置き換える際は，指数スケールではなく対数スケールが用いられる。

選択肢の例は，トランジスタ数を縦軸・対数目盛り，年数の経過を
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横軸・普通の目盛りとした，片対数グラフを用いる。

ウ：正解。

エ：不正解。１種類のデータを時系列表示する際に，グラフ軸を複数持

たせることはない。

問26 解答　イ

上級シスアド区分での出題頻度は少ないが，確実に得点すべき，暗号方

式の設問である。暗号方式としては，大きく「公開鍵（or非対称）暗号方

式」と「秘密鍵（or共通鍵）暗号方式」に分けられ，それぞれの代表例を

具体的に覚えておく必要がある。

ア：不正解。AES（Advanced Encryption Standard）は，信頼性低下が著

しいDES（Data Encryption Standard）に代わるものとして，米国

政府が検討を進めている次世代標準暗号方式であり，DESもAESも

秘密鍵暗号方式である。また，RSA（Rivest Shamir Adleman；開発

者３名の名前から命名）は，公開鍵暗号方式である。

イ：正解。

ウ：不正解。秘密鍵が常に暗号化に用いられ，公開鍵が常に復号化に用

いられるとは限らない。例えば，秘密通信を行う場合は公開鍵で暗

号化し，ディジタル署名を行う場合は秘密鍵で暗号化するといった

具合に，どちらの鍵で暗号化するかは利用目的に応じて決まる。

エ：不正解。ディジタル署名では，公開鍵暗号方式が用いられる。これ

は，公開鍵暗号方式の秘密鍵は本人しか知らない，という特徴を利

用するものである。

問27 解答　ア

問題文もしくは選択肢にディジタル署名を絡めた設問は，最頻出テーマ

の１つであり，毎年必ず出題されている。公開鍵及び秘密鍵を，どのタイ

ミングでどのように使うかがポイントである。

本問の要件を整理すると，「①通信文は秘密鍵の保有者だけが読めるよ

うにする」「②送信者のディジタル署名を行う」の２点である。言い換え
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ると，「①通信文は，受信者Bだけが保有する秘密鍵（b2）に対応する，

公開鍵（b1）で暗号化する」「②送信者Aの署名は，A本人であることを保

証できる秘密鍵（a2）で暗号化する」ということが必要である。これらを

満たす選択肢は，アである。

問28 解答　エ

ディレクトリのアクセス権を題材としているが，命題論理の問題ととら

えることができる。

命題論理とは，判断の対象とする文章を否定詞と接続詞に着目して推論

を形式化し，それが正しい（真）か誤り（偽）か（真理値）を研究するも

のである。

例えば，２つの命題P，Qがあるとして，「PならばQである」という文

章を考える。この時，「QならばPである」を「逆」，「PでないならばQで

ない」を「裏」，「QでないならばPでない」を「対偶」という。元の命題

と真理値が必ず一致する（同値）のは，「対偶」である。

ア：不正解。サーバ管理者は，個人だけが使用可能な個人ディレクトリ

にはアクセスできない（条件（1））。

イ：不正解。サーバ管理者は，部門共用ディレクトリに対して読み書き

のアクセス権を持つ（条件（2））。

ウ：不正解。サーバ管理者以外の利用者は，部門共用ディレクトリに対

して読み書きのアクセス権を持つ（条件（2））。

エ：正解。条件（3）を「『標準書式を更新できる』ならば『サーバ管理

者である』」と言い換えると，この対偶は「『サーバ管理者でない』

ならば『標準書式を更新できない』」となり，選択肢エの記述内容

と一致する。すなわち，選択肢エは条件（3）と同値である。

問29 解答　イ

論理力とグラフを結び付けて処理する問題である。グラフA，Bの説明

文から，「中断時間が長いほど，損失額は大きい」「あらかじめ復旧対策費

用をかけておくほど，復旧に要するマンパワーが少なくて済む」と推論す

H14・63



ることができよう。この関係を表す選択肢は，イである。

問30 解答　イ

出題例は少ないが，SLCP―JCF98の概要については一度体系的に押さえ

ておくとよい。

SLCP―JCF98（＊）とは，ソフトウェアのライフサイクル（企画，開発，

運用，保守）に関する作業内容・プロセスを可視化し，ソフトウェアの供

給・購入などの取引に共通尺度を提供するものである。国際規格ISO／

IEC12207を基に，日本のソフトウェア産業の特性を勘案して，国内版基

準としてJIS規格化された。

＊Software Life Cycle Processes ― Japan Common Frame 98の頭文字を

つなげたもの。

ア：不正解。システム監査プロセスは，ISO／IECから内容を縮小して定

義されたものではなく，反対に，日本のソフトウェア産業の特性を

勘案してISO／IECに付加されたものである。

イ：正解。

ウ：不正解。これは，違法コピー対策の一環として平成７年に通商産業

省（現．経済産業省）が策定・公表した，「ソフトウェア管理ガイ

ドライン」の説明である。

エ：不正解。SLCP―JCF98は，ウォーターフォール型開発モデルを前提

としたものではない。

問31 解答　イ

この設問は過去に頻繁に出題されている。ポートフォリオの意味を理解

しているかどうかを確める設問である。

ポートフォリオ類型による分析は，

①事業間でどのような資源の配分を行えばいいのかを考えるために

②市場占有率や市場成長率等の内外の要因をマトリックス化して

③自分の位置を明確に評価し

④自社の事業計画や競争優位性を分析するものである。
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このポートフォリオは，PPM（Product Portfolio Management）と呼ばれ

ているものと，GEという会社が開発した，戦略的事業計画グリッドと呼

ばれているものの２つが有名。前者は，市場の成長率と占有率を「強」

「弱」の2×2のマトリックスで表現する。

それに対して後者は，産業魅力度と事業強度というより広い概念を軸に

して，各々「高」「中（平均）」「低」とする3×3のマトリックスで成り立っ

ている。いずれも出題頻度は高い（前者はH15午前問32に出題されている）。

本設問はそのうち後者に当たる。いずれにせよポートフォリオは「経営

資源配分」目的での「自社の立場」の明確化であり，正解はイになる。

ア：不正解。ポ－トフォリオは販売効果測定のためのものではない。

イ：正　解。資源配分の為，自分の立場評価という定義そのもの。

ウ：不正解。優位性の維持方策ではなく優位性を分析するためのもの。

エ：不正解。市場の変化を評価ではなく自社の立場の評価をするもの。

問32 解答　ウ

この設問も過去に繰り返し出題されている。状況に呼応するリーダー

シップの理論（SL理論）の設問。リーダー行動は，高指示低協労，高指

示高協労，高協労低指示，低協労低指示と呼ぶ４つの基本スタイルで表す。

指示的行動とは，リーダーが，グループのメンバーに，どのような活動

をいつ，どこで，どのようにするのかを説明する「指示」の度合いを示す。

また，協労的行動とは，リーダーがメンバーとコミュニケーションを取

り，励まし，満足感を与えながら自分との関係を維持する度合いを指す。

成熟度が低いうちは高指示／低協労，成熟度が上がり，人間関係がうま

くいくようになるに連れ，高指示／高協労→高協労／低指示へと変化する。

そして，最後は自発的に行動するようになることで低協労／低指示になっ

ていく。これに設問を当てはめると，

a 高指示／低協労：選手を管理 ―エ

b 高協労／高指示：うるさく言うのも半分　―ア

c 低協労／低指示：話し合って戦略を作る　―イ

d 低協労／低指示：足を引っ張らない ―ウ
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の順になり，正解はウとなる。

本設問は，SL理論を知らなくても，じっくり設問を読めば，常識的に

答えられる内容である。

問33 解答　ウ

頻度は少ないが繰り返し出題される，経営学で著名なアンリ・ファヨー

ルにより提唱された組織論の設問である。

組織原則は

①専門化の原則 （職務を分割し，専門分野に特化できるようにする）

②命令一元化の原則 （１人の管理者からのみ命令を受ける）

③階層組織の原則 （上位から下位への情報伝達の経路を設ける）

④管理の幅の原則 （部下の人数を限定し，適正に保つ）

⑤責任と権限の一致の原則（責任と権限は，常に量的に一致させる）

⑥例外の原則 （日常的・反復的な仕事は下位に権限委譲し，例外事項

等の難しい事項に対する決定は上級管理者が行う）

である。

このことから，本設問は，以下のようにウが正解となる。

ア：不正解。命令一元化の原則に反する。

イ：不正解。階層組織の原則に反する。

ウ：正　解。例外の原則を説明している。

エ：不正解。一見正しいように思えるが，管理職の経験年数とは関係

なく，管理能力に準じて配分しなくてはならない。

問34 解答　ウ

一見難しそうだが，じっくり考えるとわかる数学の問題である。

システム導入で訪問準備時間が0.1時間／件減る。

1.5時間で５件ということから１件あたりの訪問時間は0.3時間

0.3－0.1＝0.2時間

よって訪問準備時間は0.2時間／件×6件＝1.2時間

総業務時間８時間と１件あたりの訪問時間1時間は変えずに，訪問件数
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を６件にしたい。（訪問時間5.0時間→6.0時間）

顧客訪問時間　5.0時間　→　6.0時間

訪問準備時間　1.5時間　→　1.2時間

その他業務　　1.5時間　→？？？？？

8.0時間　　　8.0時間

このことから，その他業務時間は0.8時間にする必要がある。

よって，1.5時間－0.8時間＝0.7時間が正解。

それほど難しい問題ではないが，訪問準備時間が減ったという話と，訪

問件数が増えたという異なる話を2つ混ぜての設問なので，あせると勘違

いミスを起こす。そして，いじわるにもそのミス解答を予想した解答が用

意されているので注意が必要。

準備時間は0.1時間／件×５件＝0.5時間短縮

１件あたり訪問時間は変わらずに件数が５→６件＝１時間増加

全体８時間が変わらないので差の0.5時間分を削減。

このように，準備時間短縮と１件増加の問題を混ぜると錯覚する。

これでは，１件追加された準備時間0.2時間をカウントするのを忘れた

ことによるミス解答である。

問35 解答　ア

最近の傾向としてビジネスソリューション，ビジネスプロセスが脚光を

浴びており，それに呼応した業務モデルに関する設問である。

業務モデルとは組織の目的達成のために行う業務処理をデータと関連づ

けて業務処理のあるべき姿を作ってモデル化したもの。そのために，既存

の組織や仕事の流れにとらわれず，理想的な業務処理を行う活動や，必要

な機能に着目して，その流れを作っていく。

このことから，本設問では，

ア：正　解。モデル設計の定義そのもの。

イ：不正解。「実在する組織を前提として…」の部分が間違い

ウ：不正解。「職能的構造を重視して…」の部分が間違い

よくやる錯覚
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エ：不正解。「できるだけ具体的な組織名…」という部分が間違い

問36 解答　エ

新傾向の設問である。企業会計原則では「売上高は実現主義の原則に従

い商品の販売によって実現したものに限る」とし，販売基準によって収益

を計上すべきものとしている。つまり，売上は基本的に商品を引き渡した

り，サービスを提供した時点で，たとえ入金がなくとも計上することに

なっている。しかし，引渡しのタイミング（売上のタイミング）をどうす

るかは，取り引き形態にあわせたいくつかの基準がある。企業は自分の取

り引き形態に最もあった基準を採用して財務処理を行う必要がある。この

基準には，

１．出荷基準　　　　　出荷した時点で計上する。

２．検収基準　　　　　相手方が検収した時点で計上する。

３．納品基準　　　　　相手方に納品された時点で計上する

４．工事完成基準　　　工事が完成した時点で計上する。

５．工事進行基準　　　工事の進行具合に応じた分を計上する。

６．部分完成基準　　 （請負基準）進行具合に応じた分を計上する

７．使用収益可能基準　相手先が使用収益できるようになった時点

等がある。

これらをあてはめると，

ア：検収基準。

イ：部分完成基準。

ウ：部分完成基準または検収基準，納品基準。

エ：市販ソフトは通常の商品と同じ出荷基準。よって正解。

販売基準を知らなくても，完成物全ての完全な引渡，つまり「出荷」

をしているものはどれかを考えると，解答できる問題である。

問37 解答　エ

新傾向の問題である。これは，2000年３月決算より連結キャッシュフ

ロー計算書の作成が義務付けられたことによる。ただし，キャッシュフ
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ローを知らなくても，ア～エのうち本業により増減するのはどれかを考え

れば，わかる問題でもある。

キャッシュフロー計算書は，出入りするお金（キャッシュ）の流れ（フ

ロー）の増減を「営業活動」「投資活動」「財務活動」の三つに分けて表示

する。表示内容は以下の通り

このことから，

ア：正　解。まさしく，営業活動によるキャッシュフローである。

イ・ウ：不正解。財務活動によるキャッシュフローである。

エ：不正解。投資活動によるキャッシュフローである。

問38 解答　エ

30万円のパソコンを残存価値10％で定額４年償却する場合，

残存価値30万円の10％＝3万円

よって30万円－３万円＝27万円を４年償却することとなる。

２年間の償却は２年×（27万円／４年）＝13.5万円なので，

残り２年の未償却額は30万円－13.5万円＝16.5万円。

本設問は，廃棄費用を含めるとあるので

16.5＋2万円＝18.5万円。よってウが正解。

なお。H13年度の税制改正でパソコンの耐用年数が６年から４年
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Ⅰ営業活動によるキャッシュフロー 
（会社の本業によるお金の増減。） 
当期利益，減価償却費，貸倒引当金，賞与引当金，退職給与引当金，受取
利息及び受取配当金，支払利息，損害賠償損失，売上債権増減，棚卸資産
増減　仕入債務増減，その他資金増加額 

Ⅱ投資活動によるキャッシュフロー 
（設備投資，工場建設，余剰資金の運用よるお金の増減。） 
有形固定資産購入額，有形固定資産売却額，無形固定資産増減額，有価証
券購入額，有価証券売却額，短期貸付金増減額，長期貸付金増減額，その
他投資等増減額，繰延資産増減額，その他債務増減額 
 

Ⅲ財務活動によるキャッシュフロー 
（資金調達や，借入金返済などによるお金の増減。） 
短期借入金増減額，長期借入金増減額，社債増減額，自己資金増減額（株
式発行による収入，自己株式取得による支出），配当金支払 



に短縮されている。

問39 解答　エ

初級シスアド試験でも，よく出題される損益分岐点の問題である。

企業活動で発生する総原価（コスト）に対して，それよりも高い売上が

あれば，その差が利益となる。

総原価は，売上に関係なく一定額発生する固定費（人件費，償却費等）

と，売上に比例して変動する変動費（原材料費，仕入費，手数料等）の

２種類ある。つまり，

総原価＝固定費＋変動費

利益＝売上－総原価

利益を創出するためには，売上が総原価以上ないといけない。

これをグラフに書くと次の通りになり，

企業活動をするのには，一定の売上を確保できないと利益が出ずに損を

する（赤字）。一定の売上を確保し赤字から利益発生（黒字）へ切り替

わる売上高のことを損益分岐点という。

つまり，損益分岐点売上高＝固定費＋変動費となる。本設問の場合，

売上＝7000円×受講者数

総原価＝32万円＋1000×受講者数

この双方が一致した損益分岐点より多い売上がないと利益が出てこな

い。このことから，

7000円×受講者数＝32万円＋1000×受講者数
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損益分岐点 

売上 
利益 

変動費 

固定費 



受講者数＝53.333人→最低必要受講者数54人

54人の場合の売上高＝7000円×54人＝378000円

よって，正解はエとなる。

［別解］

売上から変動費を引いたものを「限界利益」（粗利益）といい，限界利

益の売上に対する割合を「限界利益率」（粗利益率）と呼ぶ。企業は単に

売上を伸ばすだけでは利益確保ができない。限界利益率を高め，この限界

利益率の高い商品の売上を伸ばす努力が必要になる｡

限界利益＝売上高－変動費

限界利益率＝限界利益／売上高

損益分岐点売上高＝固定費／限界利益率

本設問を当てはめると。

限界利益＝7000円×受講者数－1000円×受講者数

限界利益率＝（6000円×受講者数）／（7000円×受講者数）

損益分岐点売上高＝32万円／限界利益率＝373333円

これ以上の売上がないと赤字になるので，373333円より高い売上高であ

るげ378000円のエが正解となる。

限界利益率が出題されることも多い。

問40 解答　ウ

ROI（Return On Investment）とは，「総資本利益率」，「投資利益率」と

も言い，「いかに投資し，いかに利益を上げたか」という総資本に対する

利益の回収度合い，つまり収益性を表す。

ア：不正解。｢総資本利益率｣自身がROIであり売上高の伸び率は関係な

総資本利益率＝売上高経常利益率×総資本回転率

＝経常利益／総資本

売上高経常利益率＝経常利益／売上高

総資本回転率＝売上高／総資本
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い。

イ：不正解。「自己資本率」ではない。

ウ：正　解。上記式のように，定義そのもの。

エ：不正解。｢総資本の伸び率｣ではない。

問41 解答　エ

問題解決の手法を選択する問題で，出題頻度は高い。

KJ法や親和図法など，初級シスアドのテキストにあるQC7つ道具や新

QC7つ道具などを再確認しておくことで，不正解の選択肢を除外すること

が出来る。

問題解決のために，現実にとらわれず理想的なシステムを想定するとい

う点がポイントになる。問題点の部分的な解決ではなく，業務の目的から

処理全体の流れを見直し，理想的な業務処理と現実との違いから問題点を

見つけだす手法は，ワークデザインである。

ア：不正解。KJ法はデータをカードに記入し，分類付けなどから真の

ニーズを追及する手法である。

イ：不正解。親和図法は，KJと同様に近い意味合いの意見やアイデア

をグループ化して整理する手法である。

ウ：不正解。線形計画法は，制約された条件下で最大の効果を得るため

の数学的手法で，同じ稼働時間で最大の利益を得る商品の比率など

の計算を行う場合に用いるのである。

エ：正解。

問42 解答　ア

グラフの特徴に関して，説明で正しいものを選択する問題。出題頻度は

高い。

ガントチャートは作業工程などの予定期間と実績期間を棒状のグラフで

示した図で，これを使って進捗管理などを行うのに適している。初級シス

アドのテキストに掲載されている，QC7つ道具や新QC7つ道具，グラフな

どの特徴を理解しておくことで回答することが出来る。この系統の問題は
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必ず1～2問は出題されるので，試験開始前に再確認することをお勧めす

る。

ア：正解。

イ：不正解。散点グラフとは散布図あるいは相関図のことである。

ウ：不正解。複数の属性のバランスを評価するのに効果的なのはレー

ダーチャートである。

エ：不正解。棒グラフ（ヒストグラム）を降順に並べ，この累積値を折

れ線グラフで表すことで，各項目に関する優先順位を明示する方法

はABC分析であり，これに使用するグラフはパレート図である。

問43 解答　イ

パート図の変形版である。パート図（変形版を含む）の出題頻度は高い。

出発地から目的地までを力技で全て計算してもかまわないが，他の問題

の回答時間を浪費してしまう。

中継点をグループ化し，中間の中継点の影響を除外した形で次のように

行うのが効率的である。

出発地から中継点４，５，６の各地点までの最低運賃を計算し，中間の

中継点を排除した形にする。

出発地→中継点３→中継点４　　運賃８

出発地→中継点３→中継点５　　運賃10

出発地→中継点２→中継点６　　運賃10

同様に，中継点４，５，６から目的地までの最低運賃を計算する。

中継点４→中継点７→目的地　　運賃14

中継点５→中継点７→目的地　　運賃11

中継点６→中継点８→目的地　　運賃10

各中継点を経由した最低運賃を計算する。

中継点４　　運賃8＋14＝22

中継点５　　運賃10＋11＝21

中継点６　　運賃10＋10＝20

この結果，出発地→中継点２→中継点６→中継点８→目的地のルー
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トが運賃20で最も安い経路になる。

以上より正解はイとなる。

問44 解答　エ

QC七つ道具と新QC七つ道具に関する問題で出題頻度は高い。

主として定量的データを分析するQC七つ道具には，次のようなものが

ある。
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出発地

中継地１

中継地２

中継地３

中継地４

中継地５

中継地６

中継地７

中継地８ 目的地

6

5

2

8

6　

10　

8　

5

6

7

4

8

4

7

10　
7

8　
　

11　
5　

3　

出発地

中継地４

中継地５

中継地６

目的地

10

8

10

14

11

10



管理図とグラフをまとめ，「層別」（対象を類似した条件でグループ化し，

グループ別にグラフ化する）を加えることもある。

また，主として定性的データを整理・分析する新QC七つ道具には次の

ようなものがある（次頁参照）。

設問は，多数の要因が絡み合っている場合に，原因と結果，目的と手段

といった「定性的」な関係を追求して「原因究明」を行うための図を要求

している。

ア：不正解。親和図法は要因をグループ化する図法なのである。

イ：不正解。パレート図は定量的データを分析する図法なのである。

ウ：不正解。マトリックス図法は対になる要因に対する分析なのである。

エ：正解。
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道　具 内　容 
グラフ 棒グラフや円グラフ，折れ線グラフ，レーダーチャートなど。パ

レート図，ヒストグラム，散布図，管理図もこれの一種。 

ヒストグ
ラム 

計量特性の度数分布のグラフ表示の一つ，測定値の存在する範囲
をいくつかの区間に分けた場合，各区間を底辺とし，その区間に
属する測定値の度数に比例する面積をもつ長方形を並べた図。
（JIS Z8101―1　2.7） 
 

パレート
図 

項目別に層別にして，出現頻度を大きさの順に並べるとともに，
累積和を示した図。（JIS Z8101―2　1.19） 

散布図 二つの特性を横軸と縦軸とし，観測点を打点して作るグラフ表
示。（JIS Z8101―1　2.9） 

特性要因
図 

特定の結果と原因系の関係を系統的に表した図。（JIS Z8101―2　
1.18） 

チェック
シート 

点検項目や確認事項を記入した表を作成し，対象がこれに該当し
た場合には該当欄にチェックする方法。 

管理図 連続した観測値もしくは群のある統計量の値を，通常は時間順ま
たはサンプル番号順に打点した，上側管理限界点線及び／又は，
下側管理限界線をもつ図。（JIS Z8101―2） 



問45 解答　イ

費用分析に関する問題で，比較的良く出題される。

商品の在庫量と発注回数及び発注費用の関係，在庫量に対する倉庫保管

料と品質劣化損の関係の，２つのグラフを数学的に合成する問題である。

商品の販売量が一定である場合，在庫量が少なければ１回の商品の発注

量が少なく発注回数が増加し，発注費用が増加する。１日10個売れる商品

の在庫量が20個だとすれば，２日に１回は発注しなければならないが，

100個の在庫があれば10日に１回。在庫量が５倍になれば発注費用は1／5に

なり，発注費用と在庫量の関係は反比例になる。

倉庫保管料は，在庫量の増加に伴い容積が増加するため，在庫量に比例

して増加する。また，在庫量の増加に伴う発注期間の長期化により商品の

鮮度が落ち品質劣化損も在庫量に比例して増加する。

以上の点から，在庫量と総費用の曲線は反比例の双曲線と正比例の直線

を合成したものになる。
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マトリク
ス図法 

問題としている事象の中から対になる要因を見つけ出し，それぞれ
行と列に配置して表としたものである。これを検討することで，要
素の組み合わせパターンを見つけ，問題に関わる要素を特定化する
技法。 

マトリク
スデータ
図法 

マトリクス図で要素の組み合わせが数値として測定できた場合の表
である。これを元に散布図を作成したり，このデータに主成分分析
法を適用して分析したりする。 

アローダ
イヤグラ
ム 

業務を構成する作業の順序や関係を矢印によって図式化する方法
で，矢線図とも呼ばれる。この図はプロジェクト管理技法として知
られているPERT法の図としても使われる。 

PDPC法 PDPC（Process Decision Program Chart）すなわち過程決定計画図
は，問題のある現状から目標に至るまでを，手段と状況の判断の連
鎖として図式化する手法である。システム設計で使われるフローチ
ャートと非常に良く似た図式化技法である。 

連関図法 問題点とその要因の間の因果関係を矢印で結んだ図である。問題点
の間の関係や要因の原因など，出来るだけ網羅的に記述する。 

系統図法 目的と手段との連鎖や，目的を実現するための手段の連鎖や構造を
図式化するための手法である。 

道　具 内　容 
親和図法 定性的データを相互の親和性によってまとめあげて，問題の構造や

要因間の関係を図式化する技法である。 



ア：不正解。二次曲線である。

イ：正解。

ウ：不正解。二次曲線の一部が逆転したもの。

エ：不正解。二次曲線の一部が平坦になったもの。

問46 解答　エ

ネットワーク関係の問題は最近よく出題される。B to Cに限らず，イン

ターネット関係の略語は意味を確認しておく方が良い。

ECはネットワーク上で行われる商行為である。ECは企業間の取引を指

すB to B（Business to Business,B2B）と，企業と消費者の取引を指すB

to C（Business to Consumer，B2C）に分けることが出来る。

B to Cは，携帯電話の高機能化やADSLの普及もあり，今後一層の期待

がされる分野ではあるが，個人情報の保護など様々な問題が発生する可能

性も高い。

ネットワーク上で，企業間における各種商取引のためのデータ交換を行

う仕組みをEDI（Electronic Data Interchange）といい，特にインターネッ

ト上でこれを行うシステムをWeb―EDIという。

製品のライフサイクルに関する全ての情報（開発，設計，調達，生産，

運用，保守）を共有して管理するCALS（生産・調達・運用支援統合情報

システムContinuous Acquisition and Life―cycle Support）は，米国防総省の

軍事物資調達から始まり，製品の部品点数が多い航空産業などで利用され，

他の分野にも普及しようとしている。

バーチャル○○○という言葉は，実社会ではなくネット上やコンピュー

タ上に構築されたものを指す。バーチャルカンパニーはネット上に組織さ

れた仮想企業を指し，バーチャルモールはインターネット上の仮想商店街

を指す。

ア：不正解。企業間のシステムのことである。

イ：不正解。インターネット上の企業間におけるデータ交換方式のこと

である。

ウ：不正解。インターネット上の仮想企業のことである。
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エ：正解。

問47 解答　エ

著作権に関する問題は必ず出題される。中でもデータベースに関する問

題の出題頻度は高い。

データベースに関する著作権は，著作権法第十二条の二に次のように定

められている。

（データベースの著作物）

第十二条の二　データベースでその情報の選択又は体系的な構成によっ

て創作性を有するものは，著作物として保護する。

前項の規定は，同項のデータベースの部分を構成する著作物の著作

者の権利に影響を及ぼさない。

また，データベースは次のように定義されている。

（定義）

第二条　この法律において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号

に定めるところによる。

十の三　データベース論文，数値，図形その他の情報の集合物であつて，

それらの情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系

的に構成したものをいう。

これらのことから，著作権を有するデータベース（DB）とは，電

子計算機（＝コンピュータ）で検索が可能で，情報の選択や構成に創

作性を有する，情報の集合体となる。

ア：不正解。国や地方公共団体が作成したものであっても，著作権は成

立する。また，DBの構成要素はDBの著作権には関係はない。

イ：不正解。DBの構成要素はDBの著作権には関係がない。

ウ：不正解。DBの定義に「電子計算機を用いて検索することができる」

と定められている。

エ：正解。
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問48 解答　エ

著作権のうち，請負契約と派遣契約に関するものは出題頻度が高い。

請負や派遣といった雇用形態にかかわらず，職務上作成したプログラム

の著作者は原則として法人に帰属する。

（職務上作成する著作物の著作者）

第十五条　法人その他使用者（以下この条において「法人等」という。）

の発意に基づきその法人等の業務に従事する者が職務上作成する著作

物（プログラムの著作物を除く。）で，その法人等が自己の著作の名

義の下に公表するものの著作者は，その作成の時における契約，勤務

規則その他に別段の定めがない限り，その法人等とする。

２ 法人等の発意に基づきその法人等の業務に従事する者が職務上作成

するプログラムの著作物の著作者は，その作成の時における契約，勤

務規則その他に別段の定めがない限り，その法人等とする。

請負契約の場合，プログラムの作成者に著作権が生じるため，特別

な契約がなければ発注先（プログラム作成会社）に著作権が生じる。

派遣契約の場合，同じようにプログラムを作成していても，作成す

るという労働行為を提供しているため，著作権は派遣先（派遣を依頼

した会社）に生じる。

ア：不正解。共有に関する記述はない。

イ：不正解。法律で著作権の帰属先は決定しているため話し合う必要は

ない。

ウ：不正解。問題文はA社が発注元，B社が発注先となる請負契約であ

る。

エ：正解。

問49 解答　エ

知的財産権（Intellectual Property Rights）に関する問題は，出題される

確率が非常に高い。

知的財産権は，創作性に関するものと営業に関するものに分けることが
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出来る。

創作性に関しては発明（特許法），実用新案（実用新案法），意匠（意匠

法），集積回路の配置等（半導体チップ法），植物の新品種（種苗法），営

業秘密（不正競争防止法），著作権等（著作権法）などがある。

営業に関しては，商標（商標法），商号（商法），商品表示等（不正競争

防止法）などがある。

設問で記述がされている営業秘密は，不正競争防止法第二条第4項で定

義されている。また，不正競争に該当する営業秘密の開示等に関しては，

同条第１項の五号から八号に記述されている。

（定義）

第二条　この法律において「不正競争」とは，次に掲げるものをいう。

（中略）

五．その営業秘密について不正取得行為が介在したことを知って，若し

くは重大な過失により知らないで営業秘密を取得し，又はその取得し

た営業秘密を使用し，若しくは開示する行為

六．その取得した後にその営業秘密について不正取得行為が介在したこ

とを知って，又は重大な過失により知らないでその取得した営業秘密

を使用し，又は開示する行為

七．営業秘密を保有する事業者（以下「保有者」という。）からその営

業秘密を示された場合において，不正の競業その他の不正の利益を得

る目的で，又はその保有者に損害を加える目的で，その営業秘密を使

用し，又は開示する行為

八．その営業秘密について不正開示行為（前号に規定する場合において

同号に規定する目的でその営業秘密を開示する行為又は秘密を守る法

律上の義務に違反してその営業秘密を開示する行為をいう。以下同

じ。）であること若しくはその営業秘密について不正開示行為が介在

したことを知って，若しくは重大な過失により知らないで営業秘密を

取得し，又はその取得した営業秘密を使用し，若しくは開示する行為

（中略）
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４ この法律において「営業秘密」とは，秘密として管理されている生

産方法，販売方法その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報

であって，公然と知られていないものをいう。

第七号と第八号から，特別な契約がない場合，正当な行為で知り得た営

業秘密を不正の利益を得る目的以外で，重大な過失なしに開示する行為は，

不正競争には該当しないことになる。このため，秘密保持の契約が必要に

なる。

ア：不正解。実用新案法には営業秘密の記述がない。

イ：不正解。商標法では（証明等の請求）に関する例外規定で営業秘密

が記述されているだけである。

ウ：不正解。著作権法には営業秘密の記述がない。

エ：正解。

問50 解答　ウ

契約の種類と権利義務関係に関する問題は出題頻度が高い。

請負契約は，委託された契約内容（業務）を処理する契約関係。請負契

約では委託元の指揮命令系統には入らない。個人が企業と（委託）請負契

約を締結した場合，事業者として独立した契約で雇用関係にはならない。

雇用関係は，企業と労働契約を結び，企業の指揮命令監督下に入り労務

を提供する。

指揮命令関係は，雇用関係における使用者と労働者の間，労働者派遣契

約における派遣先と労働者の間に発生する。

労働者派遣契約関係は，労働者の派遣元と派遣先の間に行われる契約関

係である。

ア：不正解。請負契約関係は図にはない。

イ：不正解。雇用関係や派遣元企業と労働者の間の線なのである。

ウ：正解。

エ：不正解。労働者派遣契約関係は派遣元企業と派遣先企業の間の線で

ある。
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平成14年度の午後Ⅰ問題（記述式）は，例年通り試験時間が１時間30分

で問題数は４問の中から３問選択する方式であった。この方式は平成８年

の第１回目の試験から変わっていない。

午後Ⅱの論述試験に負けず劣らずの時間に追われる試験である。説明文

の長さは，設問も含めて１問あたりB5サイズで４～６ページ程度あり，

これらすべて目を通すだけでも相応の時間が必要となる。また，解答とし

て記述する文字数は１問あたり合計200字を超えるような場合もある。つ

まり１時間半の間に，400字詰め原稿用紙２枚程度の文字を書かなければ

ならない計算になる。一方で，これだけ厳しい時間の制約があるというこ

とは，問題そのものの難易度はそれほど高くないということでもある。こ

れまでの過去問題を見ていただければわかると思うが，午後Ⅰは解答のほ

とんど全てが問題文から容易に導出できたり，あるいは相応の伏線が張っ

てあったりすることが多い。

以上のように，午後Ⅰ問題における正解導出のポイントは，実際の業務

経験そのものよりもむしろ問題文の読解力にあるといえる。

平成14年度の問題は，以下の４問である。いずれの問題も，難問という

わけではなく，また問題間の難易度格差もほとんどなく，いずれの問題も

しっかりと問題文を読み解けば解答できる問題といえる。

問１は，通販会社における販売促進業務について，上級システムアドミ

ニストレータとしての考えを問う問題である。過去の問題と比べても特に

難しいというものではなく，非常にオーソドックスな問題である。

問２は，医薬品メーカにおいて，営業社員（医薬情報担当者，以下MR

という）の活動をシステムでいかに支援するかといった点で，上級システ

ムアドミニストレータとしてのスキルを問う問題である。医薬品業界とい

うことで，用語などが独特でとっつきにくい感じがあるが，問題そのもの

平成14年度
秋期 午後Ⅰ問題の出題傾向
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は特に難問というわけではなく，きちんと読めば解答は導けると思われる。

問３は，企業向け業務ソフトウェアパッケージの導入計画策定支援にお

ける業務改善に関して，上級システムアドミニストレータとしてのスキル

を問う問題である。ソフトウェアパッケージのベンダ側の立場でありなが

ら，自らの業務改善を検討するという，非常に興味深い設定の問題である。

問題そのものは特に難しいというわけではなく，オーソドックスな問題と

いえる。

問４は，インターネットを利用した商品の販売検討について，上級シス

テムアドミニストレータとしての見識を問う問題である。近年のインター

ネットビジネスブームで，日常的にもわりと身近な設定といえるのではな

いかと思われる。難易度としては，特に難問ということはなく，インター

ネットビジネスの基本的なところが理解できていれば，さほど難しくはな

い。
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◆解答の着眼点

通販会社における販売促進業務に関して，SDとしての考えを問う問題

である。過去の試験問題と比べて，特に難しいというレベルのものではい。

問題文の構成としては，まず「販売促進部」および「カスタマセンタ」

の業務を紹介している。その中でとくに問題点や解答へ伏線のようなもの

はほとんど見当たらない。あえて言えば全体カタログの更新が年２回とい

うことで内容の陳腐化の不安があるという点だが，ここも２ヶ月に１回企

画商品パンフレットでフォローしているという解釈で，現実的な運用と考

えてよさそうである。

この後，問題点の調査と対策を考えるために，［販売促進部でのヒアリ

ング］と［カスタマセンタでのヒアリング］を行っている。ここでいくつ

かの問題点が浮き彫りにされている。具体的には以下の点である。

・長期にわたって注文のない顧客が増加している

・リピートオーダ率が低下傾向にある

・企画商品パンフレットに対するレスポンスが芳しくない

・関連商品や買替商品の相談に効果的なアドバイスができない

・消耗品や定期交換部品の注文量が少ない

・複数の顧客から同じ商品に対する要望やクレームを受けた際に，迅速

に回答することができない

これらの内容を受け，①まず問題点を解決し，②次にダイレクトメール

や電子メールを活用して，継続顧客の拡大と利益拡大を目指すということ

で，各設問につながっていく。
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◆解答

（設問１）

① 過去に商品を購入したことのある顧客に対し，関連した新商品の情

報をDMや電子メールで送付する。（46字）

② 本体を販売した顧客に対し，定期的に消耗品や定期交換部品の案内

をDMや電子メールで送付する。（45字）

（設問２）

現在，購入金額でパンフレット送付顧客を選別しているが，これを購入

した商品の種類で選抜し，パンフレットを送るようにする。（59字）

（設問３）

顧客から問合せを受けた商品情報を検索する際，関連商品や買替商品の

情報も同時に検索・表示可能とする。（48字）

（設問４）

商品に対する要望やクレーム，また対応結果について，その内容を分類

し，問合せについて迅速に情報検索が可能な仕組みにする。（58字）

◆解説

（設問１）

顧客のリピートオーダ率を高めるために行うべき販売促進活動を問う問

題である。なお，設問文中の，「DMや電子メールなどを活用して」とい

うくだりがあるので，解答する際にこの点をはずないようにしたい。

まず，販売促進部のヒアリングにおいて「新規顧客は毎年順調に増加し

ている。一方で，長期にわたって注文がない顧客も増加している」とある，

つまり，一度購入してくれた顧客がなかなか定着してないのである。そこ

で，一度利用してもらった顧客に対して何らかの働きかけを行っていく必

要がある。その際，狙いを絞り込んで，過去に購入した商品に関連する情
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報を提供していくのがよいだろう。

次に，カスタマセンタのヒアリングにおいて「消耗品や定期交換部品の

注文（中略）は本体の販売量と比べて少ないので，もっと多くてもよいと

感じている」とあるように，一定の販売が見込める消耗品や定期交換部品

購入者へのフォローが弱いという点が浮き彫りになっている。

（設問２）

企画商品パンフレットへのレスポンス率を高めるための，送付先選択方

法を問う設問である。

販売促進部でのヒアリングで「過去１年間に一定額以上の商品を購入し

た顧客だけに，パンフレットを郵送している」「パンフレットを郵送した

顧客のうち，実際に商品を注文する顧客の比率（レスポンス）は，一般商

品とほぼ同じである」という記述がある。ここから，既存のパンフレット

郵送という方法に大きな問題があることが想像できる。つまり，一定金額

以上の購入という絞りこみはあまり効果的ではないということなのであ

る。したがって，ここは金額とは異なる絞り込み条件を設ける必要がある。

具体的には，その購入した商品の種類に注目していくのがよいだろう。

（設問３）

顧客からの商品に関する問合せに対しアドバイスを行うため，システム

の商品紹介機能をどのように改善すべきかを問う設問である。設問中に

「システムの改善」とうたわれているため，この観点で解答しなければな

らないことを注意すべきである。

「システムの商品紹介機能」に対する問題点は，カスタマセンタでのヒ

アリングで指摘されている。具体的な問題点とは，「個々の商品に力点が

置かれているので，それらの相談に効果的なアドバイスができない」とい

うことである。したがって，この問題点を解消するためには，単に商品の

説明だけではなく，関連商品や買替商品の情報が検索・表示できるような

機能が必要ということになる。
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（設問４）

顧客からの問合せやクレームに迅速に対応するため，システムをどう改

善すべきかといった点を問う設問である。こちらも設問３同様に，「シス

テムの改善」という点に注意して解答を導いていかなければならない。

「問合せやクレーム」に関する問題提起は，設問３同様にカスタマセン

タでのヒアリングで指摘されている。具体的な問題点としては，同じよう

な要望やクレームに対して「同一内容でも全文検索機能を用いて検索する

ので，迅速に答えられない」という点である。したがって，全文検索しな

くても有効な情報が抽出できるようなシステム構造にしてやればよい。た

とえば，顧客からの要望やクレーム，対応結果を商品別・内容別にコード

をつけて分類することで，全文検索する必要はなくなり，必要なコードの

みを照会すればよくなるため，検索時間は段違いに速くなる。

リピートオーダ率，レスポンス率，顧客属性，販売履歴，ク

レーム対応
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◆解答の着眼点

医薬品メーカにて，営業社員（医薬情報担当者，以下MRという）の活

動に関して，SDとしての考えを問う問題である。少々専門的な業種に特

化したようにも見えるが，難易度そのものは特に高いというものではい。

問題文の構成としては，まずMRとは何か一般的な説明をし，その上

で，Q社でのMRの活動を紹介している。ここまで読めば，MRが何か知ら

ない人でも，おおよそのイメージはつかめるだろう。また。ここまでの説

明のなかでは，大きな問題点は見当たらない。

その次にいよいよ［現状の問題点］ということで４点の問題点を挙げて

いる。具体的には以下の通りである。

・MR支援システムの参照確認は，MRの業務遂行上必須であるが，こ

の作業の手間が負担になっている。

・MRが本社に依頼した補足データや追加文献のうち，よく間違ったも

のが送られてくる。

・本社から送付される資料が多い

・医師や薬剤師からの問合せに対して，営業所経由で伝言を聞いて回答

しているため，迅速な対処ができない。

これらの内容を受け，問題点を分析し，解決策を検討するということで，

以下の各設問につながっていく。

◆解答

（設問１）

医療機関別の薬剤使用情報を用いて，競合他社製品を使用している医療

機関を販売促進の対象とする。（46字）
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（設問２）

（情報）

① 判明した新しい副作用（10字）

② 薬効登録内容の変更（9字）

（機能）

該当の製品を使用している医師と医療機関を抽出して担当MRに通知

し，医師ごとに伝達済みかを入力できる機能（51字）

（設問３）

① 自社製品の効果や安全性などを裏づける補足データや追加文献を直

接検索できる仕組み。（40字）

② 本社から配布される資料を電子化し，モバイルパソコンから検索で

きる仕組み。（36字）

（設問４）

医師や薬剤師向けのヘルプデスク機能を強化すると同時に，どのような

問合せがあったか担当MRに自動的に展開できるようにする。（60字）

◆解説

（設問１）

MRが重点的に販売促進の対象とすべき医療機関を，どのように決めれ

ばよいか問う設問である。

ここでは，MRの活動の中で「外部調査会社が医薬品業界向けに公開し

ている，他社製品も含めた機関別の薬剤使用情報を参照している」という

点に注目すべきである。この薬剤使用情報を見ることで，自社製品を使っ

ている医療機関と自社製品を使っていない医療機関がわかる。これを受け，

競合他社製品を使用している医療機関をターゲットに絞込み販売促進対象

とすればよい。
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（設問２）

MRが医師に必ず伝えなければならない情報と，それを支援する仕組み

を問う設問である。

必ず伝えなければならない情報として，問題文［現状の問題点］（1）か

ら以下の２点であることがわかる。

① 新しい副作用

② 製品の薬効登録内容の変更

ただ，ここで「10字以内で述べよ」となっているので，字数に注意しな

がら解答する。

次に，間違いなく迅速にこれらの情報を伝えるために，MR支援システ

ムに追加すべき機能であるが，これは問題文の［現状の問題点］（1）で記

載されている中のMR支援システムに関する問題点そのものである。つま

り，MR支援システム上には，医療機関別・診療科目別に医師が分かる

データベースは存在しているのであるが，これがあまりうまく活用されて

いないというのである。

そこで，新しい副作用が見つかったり，薬効登録内容の変更があったり

した場合に，該当する製品を使用している医師や医療機関を迅速に洗い出

す。そして，担当MRがそれぞれ各医師に情報を伝達しているかどうかわ

かるようにし，もしも伝えていないようであれば他の担当者などから伝え

るよう促すことができるような仕組みが必要なのである。

（設問３）

MRが医師から依頼された情報を提供し，販売促進に結びつけるために

有効な仕組みは何かを問う設問である。ここで「販売促進に結びつける」

という点に注意しなければならない。

まず，［現状の問題点］（2）において，本社の各担当部署に依頼して入

手した補足データや追加文献などが，MRの意図したものと違うことが

多々発生しているとある。これは間に人が介在するがゆえの問題である。

したがって，MRが直接検索できるような仕組みを導入することで，迅速

に医療機関に情報提供が可能となり，販売促進にもつながっていくと考え
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られる。

次に，［現状の問題点］（3）から，本社から送付される資料が多く，通

常MRがすべて持ち歩くことができないという点が指摘されている。その

ため，医師からの質問にすぐに回答することができなかったり，別途資料

を作成する手間が発生していたりしている。この問題に対しては，本社か

らの資料や過去に作成された資料などをモバイルパソコンから検索できる

ような仕組みを導入することでかなり解消されるはずである。

（設問４）

社内向けMRサポートセンタを医師や薬剤師が利用できるようにする際

に注意すべき点を問う設問である。「医師や薬剤師の不満にこたえる」と

いう観点で解答を考える必要がある。

［現状の問題点］（4）では，医師や薬剤師から薬の使用方法などの問合

せが営業所にかかってきた場合に，MRは外出していることが多く，その

結果レスポンスを返すのが遅いという指摘がなされている。さらに，MR

を通さなくても質問に答えられるようにしてほしいという要望もあがって

いる。

これらから，これまで問合せに対して行ったMRサポートセンタの外向

けのヘルプデスク機能を強化するとともに，担当MRに自動的に展開でき

るような仕組みを構築すればよいのである。

営業支援システム，モバイル検索，問合せ内容のデータベース化
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◆解答の着眼点

ソフトウェアパッケージの導入計画策定支援における業務の改善に関し

て，SDとしての考えを問う問題である。問題としてはさほど難しいもの

ではないが，ソフトウェアパッケージのベンダ側での自らの業務改善検討

という，凝った作りになっており，少々戸惑う向きもあるかもしれない。

また，設問そのものも，問題文から抜き出せばよいようなものではなく，

知識で解答させるようなものがいくつか見受けられ少々厄介なので注意が

必要である。

SDというと，ユーザ企業の情報化人材というイメージが強いが，どん

な組織でもSD的な人材あるいはSDとしての発想が求められるということ

が，本問題でよくわかる。

問題文の構成としては，まず［システムコンサルティング部の業務概要］

として説明がなされ，当問題のベースとなる情報が与えられる。ここでは，

とくに問題点や設問に対する伏線のようなものなどは見当たらない。

次に［現状の問題点］として，具体的に以下のような問題点を挙げてい

る。

・パッケージ導入にあたって確認すべき項目をもらしたまま計画をまと

め，後で手戻りが発生する

・他社製品との組合せで提案を行う場合，他社製品の最新情報をつかめ

ないまま導入作業を進め，やはり手戻りが発生する。

・システム化計画書の作成作業で，一般的な要件と顧客独自の要件の区

別が難しく作業に時間がかかる

・報告書のまとめ方や要件の把握の仕方について，実践的な研修になっ

ていない

これを受けて，［業務改善の施策］として以下の施策を考えている。
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・共有文書ライブラリとして整理

・情報管理チームの設置

・実務に即した研修の充実

これらを受け，それぞれの設問につながっていく。

◆解答

（設問１）

（1）顧客に確認し決定すべき事項がすべてチェックできる仕組み（27字）

（2）他社パッケージに新たに追加された機能情報を即時入手し，常に最

新の情報が参照できるようにする。（46字）

（3）システム化計画書のおのおのの内容について，一般的な要件か顧客

独自の要件かを区別する情報を付加する。（49字）

（設問２）

部品化した過去のシステム化計画書の再利用回数や，各文書のアクセス

ランキング（37字）

（設問３）

事例として，共有文書ライブラリから成功事例を取り出し，スキルの高

いコンサルタントがシステム化計画書の作成方法を指導する。（60字）

◆解説

（設問１）

システム化計画書作成における有効な情報共有の仕方に関する設問であ

る。

（1）まず，R社の導入検討における問題点は「手戻りの発生」である。問

題文には［現状の問題点］（1）と（2）で，それぞれ手戻りが発生す

るとある。

・パッケージ導入にあたって確認すべき項目をもらしたまま計画をまと
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め，後で手戻りが発生する

・他社製品との組合せで提案を行う場合，他社製品の最新情報をつかめ

ないまま導入作業を進め，やはり手戻りが発生する。

したがって，この２点に対して対策を打てばよい。ただ，この２点

のうち後者は次の質問事項に関する解答につながっていくため，ここ

では前者による手戻りについての対策を述べることがより適切といえ

よう。

（2）この質問は，問題文の中で直接的に解答として抜き出せるフレーズ

は見当たらない。したがって，問題文内容を踏まえて，自らの知識

や経験から常識的な解答を行う必要がある。たとえば「他社の情報

をいかに正確に早く入手し周知するか」ということをまず考えてい

くべきであろう。

（3）本文中に［現状の問題点］（3）として「一般的な要件と顧客独自の

要件の区別が難しく作業に時間がかかる」とある。これは，コンサ

ルタント間での情報共有を促す環境が整備できていないのが大きな

要因である。したがって，共有文書管理ライブラリにシステム化計

画書の情報を格納する際に，それが一般的な要件か顧客独自の要件

か区別できるような情報を付加する。その結果，検索負荷の軽減や

時間短縮につながるのである。

なお，別解として，「システム化計画書の採否に関する情報と，その計

画書に対して顧客がどう評価したかといった情報を付加する。」といった

点を指摘してもよいだろう。

（設問２）

共有文書ライブラリの利用が業務に役立っているかどうかの評価指標を

解答する。ここで問われているのが「評価指標」である点に注意が必要で

ある。漠然と答えるのではなく，具体的に「～の回数」「～の量」などと

いった，定量的なものを挙げる必要がある。

まず，「業務に役立っているかどうか」という点を何で測るかという点

が非常に難しい。少なくとも問題文中には明確な指摘はないため，一般的
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にはどう考えられるかという観点で解答を探す必要がある。例えば，「部

品化した過去のシステム化計画書の再利用回数」「共有文書のアクセスラ

ンキング」などはどうだろうか。

（設問３）

共有ライブラリを活用した研修の充実を図るためにどうすればよいかを

問う設問である。こちらは問題文中の［業務改善の施策］より容易に解答

は導き出すことができるだろう。

具体的には，

・共有文書ライブラリからの成功事例を取り出して教材とする

・業務経験が豊富でスキルの高いコンサルタントがシステム化計画書の

作成方法を指導する

・実務に即した内容の研修とする

などといった点を整理して解答すればよい。

コンサルタントの情報共有，文書管理，達成度の評価指標，共

有ライブラリ
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◆解答の着眼点

インターネットを利用した商品の販売方法検討について，SDとしての

考えを問う問題である。このような事例は多くの分野において見受けられ，

割と身近に感じられる問題設定ではなかったかと思われる。ただ，問題と

しては，少々難易度が高く，インターネットビジネスが理解できていなけ

れば答えにくい設問もいくつか見受けられる。

問題文の構成としては，まず［業務の現状］をざっと説明し，［調査会

社の報告］を受けて，次なる販売施策をどのようにするかということで，

３つの具体的な案を挙げ，情報システムの活用を含めて評価しているとい

う構成である。

S社の現在の外部環境としては，市場規模が小さく有力な競合相手が存

在しないという状況であった。また内部環境としては，

・直販はせず，すべて販売代理店に販売活動を任せている

・製品の製造も，製造業者に委託している

・運送については運送業者，製品の保管については販売代理店の倉庫を

活用している

・受注生産方式で，受注から納品まで約１ヶ月かかっている

・販売代理店との決済は毎月行っている

・S社内のサポートセンタでは，販売代理店からの問合せに対し24時間

365日の対応体制をとっている

・製品の機能・仕様・使用事例・価格・販売代理店の連絡先などはホー

ムページ上で公開している

といった状況であった。

ところが，市場が急速な拡大を見せており，特にいままでほとんどな

かった中小企業からのS社への引き合いが増えてきつつあり，調査会社か
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らの報告も「市場の変化」を強く意識したものになっていた。

そして今後の販路拡大策として以下の３つを挙げている。

（案１）中小企業や個人への販売力が強い販売代理店を新規に多数開拓

する。

（案２）顧客がインターネットを利用して，注文，配送場所や日時の指

定，支払方法の指定などを行うことができる本格的なインターネット販売

システムを自社内に構築する。

（案３）現在のホームページに機能を追加し，購入希望者から標準価格

での購入申込みをホームページで受け付ける，受け付けた購入申込みを，

従来の代理店の中から適切に選択した代理店に送付し，顧客への販売を依

頼する。

S社としては案２が理想なのであるが，現状を考えるといろいろと高い

ハードルをクリアしなければならない。以上のような点を踏まえて，個別

の設問に入っていく。

◆解答

（設問１）

投資金額に見合った収益が上がるかどうかわからないというリスク（30字）

（設問２）

① 中小企業や個人でのインターネット利用が今後ますます広がると考

えられるため。（37字）

② ネットワーク利用が進んだ中小企業や個人の間ではS社とS社製品の

知名度が高いため。（40字）

（設問３）

① 顧客への製品の輸送と発送管理（14字）

② 製品の保管と在庫に関する管理（14字）
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（設問４）

（1）① 製品の導入や障害に関する初歩的な問合せ（19字）

② 注文や配送，支払いに関する問合せ（16字）

（2）問合せの際に待ち時間を極力短くするとともに，製品の機能・使

用・使用事例などFAQとしてホームページで公開する。

◆解説

（設問１）

案３に比較して，案１と案２の「共通のリスク」がどのようなものであ

るかを考える。解答するにあたっては，「共通の」という点に注意が必要

である。

案１は，現状の販売方法の延長線上と考えることができ，ただ，これま

で中小企業や個人に対する販売についてはまったく行ってこなかったた

め，どの程度新規に代理店を開拓できるかどうかわからない。また，開拓

できたとしても，販売成績がどの程度上がってくるかは未知数である。

次に案２であるが，これは「本格的にインターネット販売システムを構

築する」ということで多額の設備投資が必要になる。さらに，これまでと

業務フローが大きく変わるため，オペレーションコストも大きくなるであ

ろう。一方で，すぐに大きな売上げが期待できるかというと未知数である。

案１～３の中では最もリスクの高い案である。

最後に案３であるが，こちらは現在のホームページと代理店を使って，

現状の業務フローに沿ったオペレーションで対処する案である。飛躍的な

売り上げ増は見込めないかもしれないが，その分３つの案の中ではリスク

もっとも小さい。

上記の分析から，案１と案２は，案３に比べて投資に見合った収益があ

がらないかもしれない点が共通のリスクとして考えられる。

（設問２）

インターネット販売において，S社が有利である点を問う設問である。
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この設問に対するキーワードは，問題文中に潜んでいる。

［調査会社の報告］には，

・従来は，ニーズがほとんどなかった中小企業や個人の中で，S社製品

の顧客となりうるネットワーク利用が進んだ層のニーズが急拡大する

・ネットワーク利用の進んだ中小企業や個人の間では，S社とS社の製

品の知名度は高い

という２点が挙げられる。これらはS社の強みであるといえる。

（設問３）

案２を採用する場合，設問１の解説でも述べたとおり，「本格的にイン

ターネット販売システムを構築する」ということで多額の設備投資を必要

とするだけでなく，これまでと業務フローも大きく変えていかなければな

らない。特にS社は，業務を他社に依存している部分が多いが，インター

ネットによる直販を行う場合には，自社で行うべき業務が増えてくる。

特に，顧客の「注文，配送場所や日時の指定，支払方法の指定など」に

対応するとなると，S社自らが顧客へ製品発送を行ったり，発送管理その

ものを行ったりする必要が出てくる。また，製品の保管や在庫管理も行う

必要がある。さらに，カスタマサポートや料金決済に関する業務も細かく

行う必要が出てくる。

なお，設問文に「様々な決済処理に加えて」とあるため，「決済業務以

外の業務」を解答とする必要があるので注意が必要である。また，カスタ

マサポートに関しては，次の設問４で問われているため，本問ではそれ以

外の業務を解答として挙げた方がより望ましい。

（設問４）

（1）これまでは，サポートセンタとして販売代理店に対してのみ対応す

ればよかった。これは，相応の知識のある人に対してのサポートと

いうことで，S社の負担は軽いものであったといえよう。ところが，

案２を採用した場合，多くの中小企業や個人からの問合せが予想さ

れる。つまり，非常に技術レベルの低い人からの問合せもありうる
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のである。具体的には，製品の導入や仕様，障害に関する件，細か

なクレームなど，ありとあらゆる問合せが入ることが予想されるの

である。さらに，顧客の注文，配送場所や日時の指定，支払方法の

指定などに応えていくということは，それらに関する問合せも相応

入ってくるということである。

（2）カスタマサポートにおける顧客満足度向上というと，まず「待たせ

ないこと」そして「問合せ対応のレスポンスが早いこと」が挙げら

れる。また「より正確な内容の提供」という点もはずせない。これ

らの要件は電話対応だけではなく，ホームページでの情報公開とい

う点でも同じである。特に案２を実行していくためには，インター

ネットを活用した販売であるため，ホームページの有効活用は大き

なテーマである。例えば，製品の機能・使用・使用事例などの詳細

情報を随時公開するなどのサービスは非常に有効であろう。

インターネットビジネス，ビジネスリスク，自社の強み，カス

タマサポート，サポートセンタ
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平成14年度の午後Ⅱ問題は，試験時間が２時間で問題数は３問の中から

１問選択する方式であった。この方式は平成８年の１回目の試験から変

わっていない。あいかわらず時間に追われる厳しい試験である。

平成14年度の問題は，つぎの３問であった。

・問１．成功事例を活用した業務プロセスの再構築

・問２．業務要件と整合のとれたアプリケーションソフトウェアの調達

・問３．情報システム導入後の評価と業務の改善

問１は，経営環境の変化に伴って業務プロセスの再構築を行なう際に，

他社の成功事例をモデルにしたことがあるか，自社に導入するにあたって，

上級シスアドとしてどのようなことを留意してきたかを問う問題である。

自社の特性と関連させながら論述する必要がある。また，設問ウでは，効

果と今後の課題について，成功事例を活かせた部分と活かせなかった部分

に分けて述べる必要がある。

問２は，情報システムを構築する際に，外部からソフトウェアを調達し

たことがあるか。調達にあたって，上級シスアドとしてどのように業務要

件を伝え，外部からの提案をどう評価したか。を問う問題である。うまく

いかなかった点の具体例やその原因について，対象業務の特性を踏まえて

論述する必要がある。また，設問ウでは，提案内容を評価した基準や基準

の有用性。今後の課題などを述べる必要がある。

問３は，ERPのような業務モデルを組み込んだソフトウェアパッケージ

を導入した後に業務環境の変化により業務改善が必要になったか。その際，

上級シスアドとして業務モデルを活用してどう解決したか。という問題で

ある。業務環境の変化と業務モデルの活用を考慮した解決策を論述する必

要がある。また，設問ウでは，業務モデルを組み込んだ情報システムの導

入をどう評価しているか。実施した機能の追加・変更の範囲や導入後の保

守・運用体制などと絡めて述べる必要がある。

それぞれ３問とも，上級シスアドとしてのあなたの経験と考えが問われている。

平成14年度
秋期 午後Ⅱ問題の出題傾向
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◆解答の視点

（1）題意の捉え方

業務プロセスの再構築（BPR）という大きなテーマの問題である。その

実施の為に，ベストプラクティスを探し出し，その成功事例のベンチマー

クを通じて，自社の改革につなげていくというストーリである。

問題文は，それらを説明する形でおよそ以下のような構成となっている。

問題文の構成

第一節：経営環境の変化を受け，業務プロセスの再構築が必要。これ

は顧客目線，経営視点をベースに全体最適であるべき。

第二節：迅速に再構築するのには成功事例を参照する。ただし，公開

内容をそのまま取り入れるのではなく，自社との特性差に留

意する。公開情報には，その事例の前提条件である文化，風

土や意識についての説明や，推進の為の泥臭い話が含まれて

いることは少ないので注意。

第三節：その為に公開成功事例を鵜呑みにせず，どう自社に適合させ

るかの見極めが必要。

記述については，問題文の構成のアンダーラインしたキーワードを十分

考慮して展開していかなくてはならない。特に「どう自分に適合させるか」

を考えて，「結果的にどう成功させたか」ということを記述することが重

要である。

このように，本設問は従来の設問とは若干異なり，改善プロセスの中の

「ベンチマーク」に焦点を当てている。情報処理試験である以上は，結果

的にIT活用を盛り込まなくてはいけないが，成功事例の活用というプロセ

スが主体となるためにシステム構築中心では解答論文が書きづらい。今後，

このように業務側の大きな仕事を中心とする設問が増えてくることが予想

される為に，自分の得意分野でかつ公開されている成功事例を集めておく

成功事例を活用した業務プロセスの再構築平成14年度秋期
午後Ⅱ　問１



必要がある。その為には，その分野の出版社やITベンダーの主催するセミ

ナーに参加してユーザー事例を研究してまとめておくとよい。又，事前に

推進者側の立場（CIOやその戦略スタッフ，チェンジリーダとしての立

場）からの記述対策を整理しておくとよい。

① 設問ア

自分が関わった業務プロセスの再構築事例の概要と，そのきっかけと

なった課題を顧客目線，経営視点から述べる。環境変化を織り込んだ全社

の経営計画やビジョン又は経営危機に対しての自分の課題，そしてその為

に行った再構築事例との関係を「推進者」という立場でまとめることがポ

イント。基本的に設問アは，どんなテーマであっても共通の解答を用意し

ておくとその分，解答時間に余裕ができる。今回もそれが当てはまる。

② 設問イ

成功事例を参照したことが前提のために，どんな成功事例を選んだか。

なぜその事例を選んだか。そして，その事例を自社の風土を踏まえてどん

な点に留意して，どう合わせ込んだのかを述べる必要がある。

非常に広範囲の要求であり，その為に実際に同様な経験がないと論文構

築が難しい。経験そのものを問われているような設問である。

この設問のポイントは以下の２つである。

１．どうやって成功事例を探したか

２．どうやって自分の業務に取り入れたか

前者は，参照する事例の探し方と，その絞り込み手順

後者は，事例を参照しながらも自社に適合するために工夫した点をSDと

しての観点からきちんと述べる。

③ 設問ウ

業務プロセス再構築の結果に関する評価と今後の課題を述べるよう指示

されている。

このパターンは従来どおりだが，本設問では成功事例の生かせた部分と

生かせなかった部分に分けて述べるように条件がつけられたためにその設

問意図に基づいて解答しなくてはならない。

・そのまま取り入れたもの
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・自社風土に合わせて改良を加えて取り入れたもの

・取り入れたいが困難なもの

・風土に適合せず取り入れなかったもの

をきちんと層別できていないと解答できない。

経験の有無に関わらず事前に頭の整理が必要な問題である。

（2）概要設計

設問をもとに，以下のように概要設計を行う。キーワード体系図から，

書こうとする内容のキーセンテンスを埋め込んで，この程度のメモを作っ

てから実際に解答を行うと，筋の通った論述がスムースに行えるだろう。

以下，１つの例をあげながら説明する。

テーマ：成功事例を活用した業務プロセス再構築

１.（ア）見積業務の課題と概要

1―1．私の立場

大きなプロジェクトの記述になるので，きちんと立場を明確にする。

1―2．業務プロセス概要と経営課題

経営に影響を及ぼすような環境変化，その対策として業務プロセスの再

構築に着手したという流れについて説明する。

ここでは，

環境変化（系列崩壊）

→顧客要求の変化（詳細積上見積，納期短縮）

→社内未対応で経営上の危機

という展開を記述する。本論文例では，前回提出した見積に対して，今回，

顧客からの要求等により仕様が変わった部分だけを差分として見積を行

い，「前回に対して＋○○円」という，いわゆる差分見積を営業が行って

いる現状を説明する。その上で，

・顧客は個別詳細のある積上見積を希望。 （見積の積上詳細化）

・その見積納期も従来よりも短くなっている。（短納期化）

というニーズに対応しないと失注するという事実を説明する。
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２.（イ）成功事例の参照とその留意点

2―1．新しい見積体制

業務変革ですべきこと。どう変わらなくてはいけないか方針等を記述。

2―2．成功事例の収集

社内経験・ノウハウが不足しどこから手をつけていいかわからない閉塞

状態。この状況打破の為に他社成功事例研究を開始する。

ここで，事例収集のための工夫点を述べ臨場感を伝える。

2―3．成功事例の抽出と留意点

事例収集の留意点，工夫，ベンチマーク調査の結果，更に詳細に研究す

べきと判断した事例と，その理由を記述する。

2―4．成功事例の導入の工夫

対象とした成功事例の更なる研究。特に対象企業と自社の差を明確にし

た上で，その差に応じて成功事例を自社に適合させていく過程を述べる。

３．（ウ）効果と今後の課題

結果について述べる。今回，設問にて成功事例の生かせた部分と生かせ

なかった部分に分けて述べるように要求されているので，それに沿って記

述する。

生かせなかった部分は，意識的に生かさなかった場合はその理由を述べ

る。生かしたくても生かせなかった部分については，今後の課題として述

べる。

（3）キーワード体系図

次頁にキーワード体系図を示す。

H14・105



H14・106

平
成

14
年
度
秋
期
午
後
Ⅱ
問

　1
　　
キ
ー
ワ
ー
ド
体
系
図

必
要
デ
ー
タ
の
授
受
ル
ー

ル
の
確
立

必
要
デ
ー
タ
の
整
備
・

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
体
制
確
立

積
上
見
積
結
果
の
整
合
性

確
認
体
制
確
立

全
社
的

規
模
の

テ
ー
マ

他
社
の
成
功
事
例
に
学
ぶ

積
上
見
積
基
準
の
作
成

積
上
見
積
体
制
へ
の
移
行

短
納
期
見
積
体
制
の
確
立

テ
ー
マ
：
業
務
変
革

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名
：
見
積
の
詳
細
・
短
納
期
化
対
応

自
分
の
立
場
：
系
列
の
自
動
車
部
品
メ
ー
カ
ー
勤
務

営
業
課
長
（
ニ
ー
ズ
調
査
・
見
積
・
価
格
交
渉
担
当
）

実
質
的

IT
推
進
担
当
（
シ
ス
テ
ム
部
な
し
）

↓
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
推
進
責
任
者

前
例
が
な
く
ど
こ
か
ら

手
を
つ
け
て
い
い
か
わ

か
ら
な
い

＜
 成
　
果
 ＞

・
積
上
見
積
基
準
の
完
成
 

・
デ
ー
タ
発
生
部
署
の
確
実
な
入
力
と
デ
ー
タ
共
有
 

↓
 

・
積
上
見
積
体
制
の
確
立
 

・
納
期
短
縮
の
実
現
（

1／
2）
 

・
原
価
と
利
益
の
管
理
体
制
確
立
 

＜
 今
後
の
課
題
 ＞

・
精
度
向
上
（
歩
留
率
等
）

・
購
入
部
品
用
コ
ス
ト
テ
ー
ブ
ル
の
整
備

（
標
準
原
価
算
出
ロ
ジ
ッ
ク
の
整
備
）

・
周
辺
の
し
く
み
の
整
備

（
類
似
品
検
索
等
）

＜
 背
　
景
 ＞

 ＜
 問
題
点
  ＞

＜
  課
　
題
  ＞

＜
 方
　
策
 ＞

［
経
営
環
境
の
変
化
］
 

・
系
列
崩
壊
 

→
競
合
激
化
 

 ［
顧
客
要
求
変
化
］
 

・
詳
細
積
上
見
積
内
訳
の
要
求
 

→
積
上
見
積
で
き
な
い
状
況
 

・
見
積
納
期
の
短
縮
（

1 ／
2）
 

→
納
期
に
間
に
合
わ
ず
失
注
　
 

・
営
業
が
差
分
見
積
を
す
る

→
積
上
見
積
体
制
な
し

→
積
上
の
見
積
デ
ー
タ
な
し

→
原
価
計
算
と
の
整
合
性
な
し

・
営
業
が
見
積
デ
ー
タ
収
集
を
す
る

→
デ
ー
タ
は
各
シ
ス
テ
ム
に
散
在

→
デ
ー
タ
発
生
部
署
が
関
与
な
し

見
積
結
果
の

D
B化
と

原
価
管
理
シ
ス
テ
ム
と
の
連
携

必
要
デ
ー
タ
の

D
B
統
合
と

入
力
責
任
の
割
り
振
り

見
積
ワ
ー
ク
フ
ロ
ー
の

確
立

積
上
見
積
ル
ー
ル
の
確
立

（
見
積
の
標
準
化
）

積
上
に
必
要
な
デ
ー
タ
の

素
早
い
収
集
体
制
確
立

＜
 情
報
化
課
題
 ＞

＜
 ベ
ン
チ
マ
ー
ク
の
工
夫
 ＞

［
事
例
選
択
の
留
意
点
］

・
業
種
に
着
目

業
界
ご
と
に
見
積
の
仕
方
が
異
な
る

・
用
途
に
着
目

用
途
別
に
見
積
の
仕
方
が
異
な
る

・
自
社
へ
の
適
合
性
考
慮

調
査
の
留
意
点

・
自
社
と
の
違
い
の
明
確
化

・
変
革
過
程
で
の
苦
労
点
・
工
夫
点

等
ホ
ン
ネ
の
話
を
　
　
聞
き
出
す

＜
 事
例
選
択
の
工
夫
 ＞

・
し
く
み
変
更
過
程

ド
ラ
ス
テ
ィ
ッ
ク
→
お
だ
や
か

・
経
費
節
減

：
既
存
サ
ー
バ
ー
の
流
用

（
新
規
投
資
な
し
）

・
情
報
共
用

グ
ル
ー
プ
ウ
ェ
ア
活
用

＜
 成
功
事
例
活
用
の
工
夫
：
自
社
適
用
の
留
意
点
 ＞

［
成
功
事
例
調
査
方
法
］

・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

・
文
献

・
セ
ミ
ナ
ー

［
成
功
事
例
の
選
択
］

R
社
・
ト
ッ
プ
企
業

ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス

・
国
際
的
見
積
体
制
樹
立
企
業

・
見
積
業
務
変
革
事
例

・
顧
客
本
位

・
短
納
期

・
詳
細
積
上
見
積
の
実
施

＜
 実
現
の
た
め
の
具
体
的
方
策
 ＞



H14・107

テーマ：成功事例を活用した業務プロセス再構築

１.（ア）見積業務の課題と概要

1―1．私の立場

私は自動車部品製造会社の営業課長である。主な業務

は，資本関係のある自動車会社数社のモデルチェンジ時

期に合わせて新しい部品を受注するために，定期的に各

社の技術部を廻り隠れたニーズを聞き出すことと受注の

為の見積作成・価格交渉である。又，当社にはシステム

部がなくITに詳しい私がシステムも兼任している。

1―2．業務プロセス概要と経営課題

見積書は従来部品と次期型部品の差を明確にし，その

価格差を反映した差分見積である。その差は営業が設計

部・経理部等を走り回って情報を集め，独自に見積を作

成していた。このように見積に必要な情報を集めるだけ

でも時間がかかる。そのため，原価計算との整合性を後

回しにしているので赤字見積をしてしまうこともあった

が，系列のおかげで何とかやれてきた。

しかし，系列の崩壊により環境が大きく変わった。顧

客からの値下げ要請が厳しくなり，工程別や構成部品別

の詳細見積を要求され始めた。又系列崩壊を逆にチャン

スと捉え，付き合いのなかった会社へ売り込みを開始し

たが，ここでも詳細な積み上げ見積を要求された。更に，

要求納期が従来の半分以下となり見積が間に合わなく

なってきた。実際に価格では勝っているにもかかわらず

提出遅れで失注するケースが出てきた。

私は，このままでは経営危機に陥ると考え上司である

営業部長に相談した結果，対策のたたき台を作ることを

１行＝25字

空行はカウント外

(スタート)

簡潔に立場を記述。

シスアド的立場で

あることも記述

400字

環境の変化

（再構築の背景）

経営上の課題

本文（横25文字） ポイント

◆解答例



要求された。そこで私は，納期短縮と積み上げ見積への

体制移行のためには見積データの出所である経理部・設

計部・製造部・購買部を最初から巻き込むプロセス変革

の必要があるとして全社対策委員会の設置を提案した。

この提案が役員会議を通り，全社対策委員会が発足し私

がその推進リーダになった。

２.（イ）成功事例の参照とその留意点

2―1．新しい見積体制

従来の差分見積に対して，新たに積み上げ見積ができ

る体制を作り，更に短い納期で見積を行うには次の要件

が求められる。①見積に必要な全てのデータの所在を

はっきりさせる，②常に最新データにメンテナンスされ

ている，③必要な見積データがすぐに引き出せる，④見

積プロセスが標準化されている。

又，見積体制に変えるのなら利益管理とも連携させた

い。そのためには，従来営業に任せきりだった売価決定

のプロセスも変えていきたい。

営業―経理間で，顧客への提示見積以外に値下げ要求

に対しての許容値の設定と，値下対策としてコストダウ

ン計画を立案しそれを織り込み迅速な再見積を行うプロ

セスが必要である。

2―2．成功事例の収集

私は関係各部よりメンバーを集めた。しかし，これだ

け大きな業務プロセスの変更はかつて経験がない。そし

て，経営コンサルタントを雇うだけの予算もない。その

ため，文献やベンダーのソリューションセミナーに活路

を求めた。市販の文献やインターネット検索により様々

な知識を得ながら我々の課題解決の糸口を考えた。又，

IT雑誌やセミナーで他社の成功事例に学ぼうとした。

セミナーは大手のベンダーが自社のシステムを売り込
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むために行う無料セミナーであるが，多くの場合その

ユーザーが導入事例を発表する。我々はこのユーザー事

例に着目した。事例発表後には必ず発表者と名刺交換し

て，発表に見積に関する内容が少しでも含まれておれば

質問した。そしてその内容を報告書としてまとめ全員で

共有した。収集した各社の事例を我々の課題に当てはめ

てベンチマーク分析を行った。

2―3．成功事例の抽出と留意点

「見積システム」については業種に注意した。見積は業

界によりその概念が大きく異なる。流通系の見積は単

価×個数，土木建築は坪いくら，平米いくら等の掛け算

の積算見積であるが我々のしようとしている見積は構成

部品別・工程別の詳細な積み上げである。

又，用途にも注意した。見積は購入価格決定目的や社

内管理目的，そして売価提示目的等の用途があり各々で

数字が異なるのである。

その中から，事務機器メーカーR社の見積業務の変革

事例に着目した。R社は世界中に工場があり，どの国で

どの部品を作り，どこで組み付けたら最も安いかが分か

り短い納期で世界規模の見積ができる。又，R社の発表

内容には「顧客別仕様」「短納期対応」それを支えるため

の「データベースの有効利用」「部門間で壁のない情報共

有」「コストテーブル（見積基準）による外注管理」

「ワークフロー再構築」「低コストオペレーション」等魅

力的なキーワードが多く含まれていたからだ。

この会社の事務機器は我々の会社でも数台使っており，

R社の営業担当者はいつも素早く対応していた。

早速，我々はR社の営業担当者に見積変革を行った部

署に詳しい話を聞かせてもらえないかと相談した。

顧客であるだけでなく，セミナーで我々が名刺交換を
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していたことも幸いして快くR社は引き受けてくれた。

2―4．成功事例の導入の工夫

もちろん，R社のシステムをそのまま導入するつもり

はない。規模が違いすぎる。我々はシステムよりも，し

くみの詳細と工夫点，苦労した点等セミナーでは言えな

い本音の話を聞き出し，①売上高・営業人員・拠点数等

規模や適用範囲の差②最終製品メーカーと部品メーカー

の経営環境の差，③関連システムの整備度合い等のイン

フラの差を考慮しつつ，我々に合ったしくみを考えた

かったのである。又，多くの業務プロセス変革の際の反

対勢力の有無やその対策等の苦労した泥臭い部分が知り

たかったのである。

R社の詳細な情報をもとに，我々のしくみを考えた。

情報の流れを変える必要がある。我々の部品表は未だ

に設計部での手書きであり，経理部が原価計算のために，

なんとか紙の部品表から入力している。又，本来は製造

部が歩留まり等を考慮して入力するはずの所要量が，現

在は設計が３次元CADの自動計算で所要量を入れている

ために，実際には所要量ではなく製品重量である。

これらの是正については，入力すべき部署で入力する

という当たり前のことを徹底していく必要があるが各部

の既得権意識もあり理屈どおり進まないと考えた。危機

感を共有し仲間意識も芽生えているメンバー間では合意

ができたが，各部の担当者全員を説得するのは難しい。

R社ではこれらの問題を解決するために，①トップダ

ウンで進め②危機感の醸成と必要性のPR③既存方法から

新しい方法に一気に変更④守らなかった場合にはペナル

ティ等，徹底した切替策を行ったと聞いた。我々の会社

ではそこまで厳しくするのは風土的に難しいので，まず

は各部の部門長を全員集めて役員より本改革の趣旨を説
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明をしてもらった。更にR社の事例を紹介し危機感を訴

えるとともに「すべき人が確実に入れる」体制の重要性

を納得してもらい確実な実施を約束してもらった。

又，電子メールと社内報，電話帳程度しか使っていな

かったグループウェアを使って情報共有の体制を整備し

た。これはＲ社の話から工夫すれば既存インフラのまま

でも大きな効果が出せることがわかったからである。

実際にバラバラで稼動していた原価計算，製造管理，

調達の各システムの情報も一旦原価計算システムに集め

それらをパソコンの表形式に変換してグループウェアか

ら全てが見られるようにした。データベースの項目追加

だけで新たなインフラ投資は必要なくなった。

３．（ウ）効果と今後の課題

これらの業務プロセス変革で，積み上げ見積ができる

ようになり納期も半分にできた。残業もほとんどなくな

り業務負荷が安定した。値下対応についても利益率管理

という概念の導入とグループウェアの情報共有を行い，

全体の利益状況も把握できるようになった。

ただ精度については十分ではない。特に歩留率の精度

が悪い。生産前には歩留率実績は存在しないが，見積書

は提示しなくてはならない。R社ではそういう場合，類

似品情報を有効活用していたが，我々は「何と何が類似

である」という定義から考えていかなくてはならない。

又，購入品を査定するコストテーブルの導入もできて

いない。調達部のスキルが十分でなくロジックが作れな

いからだ。これは，次の課題である。

大企業の成功事例はその裏には豊富な人材と資金力が

ある。更に周辺のしくみが整っており手がつけやすい。

その反面，部門間調整に苦労している。我々は大企業の

成功事例から，その基本的考えやアプローチといったプ
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H14・112

◆解説

1．成功事例の扱い方

本問題は，SDを全社的立場のマネ－ジャ－として捉えた新しい傾向の

問題である。問題文にも設問にも，IT，システム，ソフトウェアといった

情報処理の言葉は出てこない。完全にマネジメントの問題である。

しかし，SDの論文ということからその改革を進める手段としてITを活

用していったというストーリーになっていなくてはならないはずである。

このことから本設問を選択するには，全社規模又は複数の部署にまたが

る流れを持ったシステム経験がないと解答しずらい。架空の経験で作為す

る場合には，かなり詳細な条件設定が必要であろう。

又，その中でも成功事例活用がテーマとなっている。問題文を見る限り，

他社の成功事例をベンチマークして自社の風土に適合させて取り入れた事

例論文を前提にしている。他社は同業他社である必要はなく異業種であっ

てもある機能のベストプラクティスの抽出が出来ていればいい。又，グ

ループ会社や他事業部，他工場の成功事例を取り上げてもいいが，あまり

狭い範囲の成功事例では，成功事例の横展開やノウハウ共用程度で終わっ

てしまう。そのような場合でも，業務プロセスの再構築という，複数の部

ラクティスを抽出し，中小企業に合った管理度合いに簡

易化する。その点では大企業の成功事例活用という手法

は非常に役に立つ。ただし，環境の違いから，ダイナ

ミックな変革は難しい。周辺のしくみが未整理で，１つ

のしくみを変えたら周辺のしくみとのバランスがくずれ

て整合性がとれなくなる。一気するには資金と人材の不

足である。だから変えたしくみを確実にメンテナンスし

つつ次の周辺の課題に進んでいかなくてはならない。人

間関係で融通が利く「小回り」という中小企業の武器と

「やり続ける」という意思によりバランスを補いつつも駆

け足で変革を進めていかなくてはならないのである。
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署にまたがって「仕事の流れを変える」というストーリを展開しなくては

いけない。業務改善や情報共有とはアプローチの仕方が異なるために，攻

め方を考えなくてはならない。以下にそのためのキーワードを示す。

２．キーワード

2―1．前提

基本的に，この前提はどんなテーマにも当てはまる。なぜ，そのような

変革をしなくてはならなかったかの前提をまとめておく。

［環境変化］：グローバル化，異業種参入，技術革新，生活変化等

［環境変化への課題］

○経営視点：脱落の恐怖と拡販のチャンス，領域拡大と得意分野特化

○顧客目線：スピード，環境，優しさ，個性，双方向

［環境変化への対策］

○自社のしくみ（プロセス，ルール，手順，システム）の見直し

○主要課題の抽出

2―2．課題解決

課題解決には，

①自助努力での解決：問題点からの客観的原因分析，調査分析

②外部の力をバネとした解決：コンサルタント，共同研究等

③他社事例を参考とした解決：ベストプラクティスのベンチマーク

等の様々な方法がある。従来の論文テーマでは①のスタンスで記述するこ

とが多かった。今回のような他社事例，特に「成功事例」をテーマに論文

を記述する場合，なぜこのその解決方法に選んだ理由も考えなくてはなら

ない。

2―3．成功事例

会社のしくみは，会社の置かれている環境が１社１社違うのと同じで会

社ごとに異なる。しかし，時代に流れにあわせてそのしくみは絶えず変化

しなくてはならない。その為のしくみ変革である。今回のようなテーマの

場合，２つの大きなポイントがある。下記①～③のような，参照するため

の過程と④～⑤の参照結果をどう工夫して自社のものにしていくかという
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点である。これらをきっちりとまとめておく必要がある。

①集める努力と工夫

・どうやって集めるか

・集める時の注意点（何をキーとして集めるか等）

②絞り込みによる詳細調査

・どうやって詳細情報を集めるか

・絞込み基準（何に基づいて絞り込むか）

③ベストプラクティスの抽出

・自社への展開項目抽出（自社の課題にからめて）

④ベンチマークによる自社への違いの抽出

・自社への取り込みのための工夫（改造ポイント）

⑤社内への展開　

・社内の関係者調整

・社内の関係システム調整

・社内の関係ワークフロー調整

・全員を説得する工夫

・（ビジネスモデル特許対策）

◆別解
成功事例や他社事例活用については，どういうきっかけでコンタクトを

取るかが最初の関門になる。本解答例では，ベンダーの主催するソリュー

ションセミナーを成功事例を探すきっかけとして利用しているが，絞り込

んだ結果は出入りしている営業マンを介在してコンタクトをとっている。

しかし，コンタクトのきっかけは様々なので，実際の経験をもと設定を変

えて自分なりの解答を考えて欲しい。又，そのような経験がない場合は，

以下に示した別解から自分に近いものを選び検討して欲しい。

〈セミナーをきっかけに成功事例と出会う〉

ベンダーや出版社の主催するソリューションセミナーを聴講し，積極

的に発表者と名刺交換しきっかけを作る。後日，電話・FAX・手紙・

メール等でコンタクトをとり，直接詳細な話を聞かせてもらう場を作る。
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名刺交換のチャンスがなければ，主催者を通じて発表者を紹介してもら

い，詳細な話を聞かせてもらうという展開が考えられる。

〈ベンダー，コンサルタントがきっかけで成功事例に出会う〉

経験豊富なベンダーは，その手順そのものが「各社の成功事例」の基

となるノウハウ・経験であることが多い。ベンダーをうまく使いながら，

他社の成功事例を聞き出し，それを参考にしてSDとして自社の環境に

適合させていったという展開が考えられる。ベンダ－にも機密保持義務

があるので，そのベンダーを通じて成功した他社を紹介してもらうとい

うも考えられる。

もちろん，ベンダーではなくコンサルタントでもいい。ただし，この

場合は自社の風土と業務に詳しい自分自身がSDとして主体的に行動し

たという展開にしなくてはならない。コンサルタントは成功事例を持ち

込むきっかけと他社との窓口，そして改革推進の相談相手という立場と

して扱う。

〈ERP，パッケージソフトを前提とした成功事例〉

ERP導入経験しかない場合はERP事例を成功事例として捉えるとよ

い。ERPの場合は，ERPの標準的な流れに仕事のプロセスを合わせ込む

部分と，ERPを仕事に合わせカスタマイズする部分とのバランスが成功

の鍵になる。

ベンダーを成功事例の紹介窓口と位置付け，自分はSDとして，自社

の予算と風土を照らし合わせながら，成功している他社の予算，風土と

システムの合わせ込み具合（カスタマイズ程度）を対比させながら展開

していくという記述も考えられる。

〈成功事例と出合った経験のない場合（立場を逆転させて考える）〉

今回のような成功事例活用の経験がまったくない場合で，セミナーもベ

ンダーも利用したことがなく，これらを前提とした論文が作れない場合は，

自分自身の行った成功事例を活用すべき事例と定義して，他社からその事
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例に対して｢教えて欲しい｣という引き合いがきたという仮定で考えてみる

とよい。自分がその他社の担当だったら，どうするかという逆の立場で考

えてみるとよい。

なお，成功事例活用を広い意味で捉えると，成功事例を活用したのでは

なく，成功事例を活用させる立場も含まれるが，問題文の第二節の｢自社

との特性差の注意｣，第三節の「どう自社に適合させるか」という文意か

ら考えて，出題意図と異なることから，この立場での記述はしないこと。
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H14・117

◆解答の視点

（1）題意の捉え方

SDのスキル標準に書かれている，「実現過程のマネジメント」の中の情

報化資源調達段階に関して，回答者がSDに要求される技能を満たしてい

るかを問う問題である。

問題文は，およそ以下のような構成となっている。

問題文の構成

第一節：利用部門の調達には要件定義の明確化と評価基準の設定が必

要。

第二節：ソフトウェアの調達における準備から発注までの手順。

第三節：調達の不備によるトラブルを避けるためのマネジメントが必

要。

論述すべき内容は，設問イに書かれている「調達に際して行った要件定

義の方法とこれに対する評価」が中心となる。第二節に書かれている調達

手順を念頭に置いて論述を展開すべきである。

本問は，設問イで問うているように，失敗した際の対処法について述べ

るようになっている。失敗した点について原因を的確に分析し，SDとし

ての意見を理路整然と述べることに重点を置いた論述とすべきである。成

功例を記述するより，失敗に対する的確な対処の方が，採点者に対する印

象はよい。

１．題意の捉え方

① 設問ア

設問アでは，論述の対象となる利用部門の業務の概要と，調達するソフ

トウェアの内容，利用部門におけるあなたの立場を述べる。

システムの概要に関しては利用部門におけるシステムの果たすべき役割

と，あなたがそれをどのように考えるべき立場にあるかを記述しなければ

業務要件と整合性の取れたアプリケーション
ソフトウェアの調達について
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ならない。

システム構成や業務改善などについて詳しく述べる必要はない。業務改

善に伴う調達であっても，設問は調達に関して聞いているのであって業務

改善について記述するようには指示をしていない。

準備論文が業務改善に関するものであった場合には，論点がずれてしま

わないように注意する必要がある。

② 設問イ

問の３行目から，「ソフトウェアを調達するためには」，「対象業務の要

件」「システムの動作環境」などを「明確に提示し」と，書かれている。

また，次の行に「利用部門では」，「業務の特性を踏まえたシステム化要件

を的確に定義」と書かれている。

設問イの前段には「業務要件などを，相手に分かりやすく提示するため」

に留意したことを記述するように指示されているので，前述の「対象業務

の要件」や「システムの動作環境」の提示に際し，留意したことを書けば

よい。

後段には，「どのような点がうまくいかなかったか」と，その原因につ

いて「対象業務の特性を踏まえて」記述することが求められている。これ

に関しては，前述の「業務の特性を踏まえたシステム化要件を的確に定義」

することが出来たかどうか，定義できなかった点とその原因などに関して

記述すればよい。

③ 設問ウ

問の６行目に，「提案元や提案されたソフトウェアを評価するための基

準などを事前に整備する」と，書かれている。

設問ウの「どのような基準で」という点に関しては，前述の「事前に整

備」した基準に関して記述し，その結果から評価基準に対してどのような

判断を下したかも併せて記述する。

今後の課題は，利用部門における調達に関して，記述した案件の中で課

題と考えた点について記述すればよい。
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（2）概要設計

設問に基づいて論述の概要設計を行う。設問に合わせて書こうとする内

容を，キーワード体系図を思い出しながら選び，次のようなメモを作成し

てから論文を書くと，設問からはずれることなく，筋の通った論述が行え

るだろう。

テーマ：利用部門主体の統計情報提供システム構築

1．調達したソフトウェアの概要と私の立場

1.1 システム導入の背景

・統計課の業務概要。

→統計課で調査集計した統計情報と他所属で調査・集計した統計情

報のとりまとめを行っている。

・情報系システムの導入による事務処理環境の変化

→統計情報をPCで使える形で提供することが要求され始めている。

・他の自治体の統計情報の公開

→他の自治体では統計情報をインターネットで公開し利用可能にし

ているところが増えている。

1.2 調達したソフトウェアの概要

・システムの稼働環境

→情報系のLANでデータを登録し，庁内とインターネットの両方

で検索・参照可能にする。

・どのようなデータでも登録・参照可能な情報センター的データベー

ス

1.3 私の立場

・利用部門でシステム構築を担当するリーダー

2. 業務要件などの提示方法と留意点，調達の反省点と原因

2.1 業務要件の提示方法と留意点

・統計データベースのデータフロー

→登録データの流れを図で説明

→各所属と統計課のデータに対するアクセス権や管理方法
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→システムに対する各所属の権限

・過去の蓄積データの継続利用

→過去に蓄積した統計情報をデータ移行して利用

2.2 システムの動作環境の提示方法と留意点

・情報系のガイドラインを厳守

→セキュリティやネットワーク設定は，情報部門のガイドライン厳

守

→NOSやDBの選択は情報部門の指示

・システムの動作環境

→データ入力端末となるPCの台数，端末のOS

・インターネット環境で備えるべき機能

→ベンダサイドの提案に一任

2.3 調達における反省点とその原因

・情報部門との情報交換と連携

→バージョンアップされたOSを搭載した端末の出現

・インターネットのテスト環境とテスト項目

→インターネット環境のテスト項目とテスト環境の準備不足

3. 提案に関する評価基準と今後の課題

3.1 提案内容に対する評価基準

・ガイドラインを厳守し，情報部門の承認を得る

・予算内で必要な機能を備えたシステムである

・提案内容を理解し易い言葉で説明する

3.2 今後の課題

・的確な評価基準を作成するためのノウハウの不足

・明確な調達手順の作成

（3）キーワード体系図

次頁にキーワード体系図を示す。
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テーマ：利用部門主体の統計情報提供システム構築

１．調達したソフトウェアの概要と私の立場

1.1 システム導入の背景

私が勤務するA県の統計課は，県庁内の統計データのと

りまとめと公表を行っている。課内で調査・集計した全

国的な統計データが多いが，他の所属が調査・集計・公

表した情報も，他の統計情報と併せて「県の統計情報」

として公表し，整理・保存している。

ここ数年のパソコンの急速な普及に伴い，庁内の職員

ばかりではなく，一般の企業や学校関係者などからも，

統計情報をパソコンで直接利用可能な形式での提供を要

求する声が，強くなってきた。

また，インターネット上で，統計情報を提供するWeb

ページや，データベースを開設する自治体が目立ち初め，

A県に同様のシステム構築を望む声も，聞かれるように

なってきた。

このため，県の全ての統計情報を登録し，インター

ネットで利用可能なデータベースシステムを，統計課が

主体となって構築することになった。

1.2 調達したソフトウェアの概要

構築する統計情報データベースは，情報系ネットワー

クとインターネットの両方から，検索・参照することが

条件とされた。このため，庁内用と公開用の２台のサー

バを設置し，庁内用のサーバに情報系のパソコンから

データを登録しする。このデータを，定期的にインター

ネット側に設置した公開用サーバに複写し，インター

ネットと庁内で同じデータを利用可能にする。

１行＝25字

空行はカウント外

（スタート）

論文の背景。

何が何故，どうい

う理由で要求され

ているか

400字

システムの概要は

簡単に

本文（横25文字） ポイント

◆解答例



また，データベースは，情報系のパソコンで利用可能

な全てのデータ形式を登録可能にする。

1.3 私の立場

私は課内の情報化推進リーダーとして，今回の統計情

報データベースシステム構築を担当した。

２．業務要件の提示方法と留意点，調達の反省点と原因

2.1 業務要件の提示方法と留意点

私は，今回開発するシステムの流れ図を作成し，これ

に基づいて提案の作成を依頼することにした。流れ図は

ベンダが理解しやすいように，データ登録を行う入力系

と，検索・参照を行う参照系に分けて作成した。

データ登録を行う入力系の要件としては，データを登

録する所属の数と，登録したデータに対する各所属の修

正・削除などの管理権限，統計課が持つ管理者権限など

をまとめ，これを提示した。これに加え，情報系のパソ

コンで扱えるワープロや表計算のデータ形式，Webペー

ジの表示に使用可能なデータ形式やテキスト形式も登録

可能とした。

これとは別に，データ検索と参照を行う参照系の要件

は，「インターネットを利用するユーザが使い易いシステ

ム」で「セキュリティ条件を満たしているシステム」と

した。新しい手法や技術を使用する必要はなく，安定し

てレスポンスの良いシステムで，外部からの進入や改ざ

んなどに強いシステムとすることが重要であるというこ

とをベンダに提示した。

この他に，過去の統計情報が汎用機に蓄積されている

ので，これを新しいシステムに引き継がなければならな

い。このためのデータ移行作業も，システム構築に含め

ることとした。
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2.2 システムの動作環境の提示方法と留意点

私は，NOSやデータベースソフトの選択やシステムの

動作環境は，情報部門が作成したガイドラインに沿って

行うという条件を提示した。県のガイドラインに詳しく

ないベンダもいるため，情報部門が作成したガイドライ

ンをベンダに提示すると共に，質問事項に関しては情報

部門に確認し，質問を提出していないベンダに対しても

同じ情報を提供することにした。これにより，ベンダの

ガイドラインに対する理解度を統一することが出来ると

考えた。

データ登録を可能にするパソコンは各所属１台以上と

し，パソコンの動作環境はOSを含めて利用部門で使用し

ているパソコンと同一とした。既に，情報系のパソコン

にシステムを登録している業務もあり，パソコンの動作

環境は不統一となっている。しかし，一部の業務を行う

所属に限られたため，これに関しては問題が発生した時

点で対処することとし，要件の提示からははずすことに

した。

システムがインターネット環境で備えるべき要件に関

しては，情報部門のガイドライン以外の要件は全てベン

ダに一任することにした。

2.3 調達における反省点とその原因

今回の調達における反省点は，端末の動作環境とイン

ターネットのテスト環境など，システム環境に関するも

ので，情報部門と利用部門である統計課との連携ミスが

原因だった。

端末の動作環境は，情報部門に確認した時点では統計

課と同じ環境で問題はないはずであった。しかし，機種

更新や他の業務システム導入に伴う上位機種への変更な

どで，OSがバージョンアップされてしまった。調達を開
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始した時点と，提案を受けて評価し，契約を結んでシス

テム開発を行う時点で条件の変更が生じてしまった。

機種更新や，業務システム導入に伴うOSのバージョン

アップへの対応は，システム開発にあたり想定しなけれ

ばならないことであった。しかし，この点に関する情報

部門への確認が不十分であったため，状況の変化を調達

にリアルタイムで反映することが出来なかった。

バージョンの異なる，新しい機種の利用をさけるなど，

運用面で対応することでシステム全体の影響を抑えるこ

とは出来たが，調達としては問題のある結果になってし

まった。

インターネット環境のテストに関しては，予算上の制

約からベンダに一任することになってしまった。必要と

される動作確認は行われたが，通信環境の違いによる影

響は実施されなかった。調達の条件として，様々な通信

環境を想定したテストを義務付けることは困難だったと

は思う。しかし，最も条件の悪い通信環境の設定とテス

ト結果は，条件として付けるべきであった。

この他，同時アクセス数の制限やID・パスワードの設

定条件などで，開発が開始されてから要件の変更や追加

が必要になる部分があった。自らが利用部門ということ

で，追加要件に関しては要件の入れ替えを行うことで対

応したが，当初の業務要件に対する検討が不十分であっ

たことを感じた。

３．提案に関する評価基準と今後の課題

3.1 提案内容に対する評価基準

私は，提案に対して次の３点から評価を加えることに

した。

○情報部門が定めたガイドラインに適合している。
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○予算内で業務要件に必要な機能を満たしている。

○提案内容を，理解し易い言葉で説明している。

ガイドラインに関しては，利用部門では適正な評価は

行えないと考え，情報部門に評価を依頼した。

ベンダの担当者に提案内容を担当者に説明する場を設

け，予算内で業務要件を満たしているかという点と，提

案内容を理解しやすい言葉で説明しているかという２点

で判断した。

業務要件と予算に関しては，優先順位の高い業務要件

を全てみたし，優先順位の低い業務要件をどの程度まで

カバーしているかという基準で，提案内容の説明から判

断した。

その際に，担当者が理解できない言葉をどの程度使用

したかという点も，判断材料とした。これは，提案の説

明で専門用語を羅列するようなベンダは，システム開発

における利用者側の要求に対して，十分な説明をしない

と考えたからである。また，丁寧な説明をしても，利用

者側に理解できない専門用語を多用されては，意志の疎

通も難しいと考えた。

3.2 今後の課題

私が今回の調達において感じた今後の課題は，調達に

おける担当者のノウハウの蓄積，言うなれば「ナレッジ

マネジメント」である。

技術的な問題に関しては，情報部門の標準仕様に合わ

せるということで，何らかの対応策を取ることが出来る。

しかし，ベンダーに対するRFIやRFPの作成方法や標準

が，A県では作成されていないため，基本原則を確認する

だけで時間がかかってしまう。

今回の経験を整理し，これを蓄積データの最初の１

ページとしたい。

以上

3200字

利用部門が行う評

価として，特に工

夫したこと

3650字ライン
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◆解説

１．SDが行う情報化資源の調達

上級システムアドミニストレータスキル標準には，SDが行う主要な業

務の「実行過程のマネジメント」アクティビティに，「情報化資源調達の

マネジメント」タスクがある。これには，業務概要として次のように書か

れている。

「情報化資源調達の基本方針を明確にし，RFPを作成した上で，ITベン

ダの選定，提案の評価，システム構築と導入計画の策定などに必要な外部

委託先や社内スタッフに対するマネジメントを行う。」

２．情報化資源調達の手順

業務要件の定義が可能で，複数の提案から選択できるような情報化資源

調達は，次のような流れになる。

３．各ステップの作業

○フェーズⅠ―１：開始と方向付け

経営課題に合った情報化プロジェクトを立ち上げる。必要なスキルを

持つメンバーを集め，プロジェクトチームを結成する。調達の範囲や予

算，RFIやRFPの活用などの実施方法を決定する。

○フェーズⅠ―２：要求の記述

業務の情報化に際して要求される機能などの要件定義を行う。要件定

義を細かく行うと，利用部門などの負担が大きいばかりではなく，提案

する側の自由度が小さくなる。これに伴い，提案に斬新なアイデアなど

はなくなり，費用も似たものになってしまうので，注意が必要になる。

○フェーズⅠ―３：評価基準の決定

提案に対する評価基準や評価方法を決定する。評価項目と各評価項目

の重み付けや，必須となる要求事項などを決定する。また，調達先（ベ

ンダ）の業務実績や組織，資金力などに関する評価基準も定める。



○フェーズⅠ―４：契約条件の文書化

選択した提案に対する契約を取り交わす際の，交渉の元となる契約条

件（費用，開発期間，保証期間など）を作成する。

○フェーズⅠ―５：RFPの発行

ベンダに対して提案を行うように，RFPを発行する。ベンダに対する

情報は全て平等になるように注意する。

○フェーズⅡ―１：提案受領

提案の受付を行う。情報化資源調達の基本原則における「透明性」が

なければならない。

○フェーズⅡ―２：候補者リストの作成

受領した提案の中から，RFPに適合する案件を（２～４件に）絞り込

む。対象外となった提案に対しては，選択しなかった理由を通知する。

○フェーズⅡ―３：回答の確認
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フェーズⅠ：
調達アプローチの
開始

フェーズ Ⅱ：
ソリューションの
選択

フェーズ 主なステップ

フェーズⅠ－1：開始と方向付け

フェーズⅠ－2：要求の記述

フェーズⅠ－3：評価基準の決定

フェーズⅠ－4：契約条件の文書化

フェーズⅠ－5：RFPの発行

フェーズⅡ－1：提案受領

フェーズⅡ－2：候補者リストの作成

フェーズⅡ－3：回答の確認

フェーズⅡ－4：交渉管理

フェーズⅡ－5：ソリューションの選択
（実行メソッドの選択を含む）



絞り込んだ提案に対し，提案に書かれていないような事項の確認など，

詳細な検討を加える。

○フェーズⅡ―４：交渉管理

選択した場合の契約条件などに関して，フェーズⅠ－4で作成した契

約条件を元にして，詳細な点まで詰め，双方に誤解がない状態にする。

○フェーズⅡ―５：ソリューションの選択

最終的に選択する提案を決定し，各候補に通知し，契約を行う。

◆別解

設問イで，「業務要件などを，相手に分かりやすく提示するために」と

されている。解答例は，比較的小さなシステムで，業務要件も単純なもの

であったため，業務要件とシステム環境に関して記述した。しかし，ある

程度のボリュームのある論文が書けるのであれば，どちらか一方の内容に

重点を置いて記述してかまわない。ただし，システム環境に重点を置く場

合，SE系の受験者の場合にはシステムの解説になってしまう可能性があ

るため，十分な注意が必要になる。

解答例はシステム開発であったが，業務用パッケージソフトの購入も，

この設問の対象となる。

＜パッケージソフトの場合＞

利用部門が行う業務，改善したい業務はどのような内容であるかという

業務要件を，いかにして的確にパッケージのベンダに伝え，そのパッケー

ジに要求する（いくつかの）処理を正しく，要求する時間内に処理できるか。

これを，複数のパッケージベンダにどのようにして伝え，どのような手

順で評価を行おうとしたか。フィットアンドギャップ分析をどのように行

い，その結果をどのように評価して調達につなげたかというような点を記

述する。
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◆解答の視点

1．題意の捉え方

ERPパッケージなどのような業務モデルを組み込んだソフトウェアの導

入に取り組む企業が増えている。こういった場合，システム導入には一生

懸命になるが，導入後の維持管理・運用については検討が不十分であるこ

とが多い。そして，この導入後の準備が不足していることが，パッケージ

システム導入そのものの失敗として評価されてしまうことが多いのであ

る。

この問題では，システムの「導入後」という点に力点を置き，導入後の

機能追加・変更の影響や保守・運用体制などを，SDとしてどのように継

続的に評価していったかを論述することが求められる。

問題文の構成

最初の段落：ERPに代表されるような業務モデルを組み込んだソフト

ウェアパッケージの活用が進んでいる。

第二段落：ERPの導入に際しては，導入時点でのコストや導入期間の

評価だけでなく，導入後の機能の追加・変更の影響や保守・運用体制な

どを継続的に評価し，対応していく必要がある。

第三段落：導入後，情報システムの利用状況を把握し，導入目的の達

成度合いを評価することで，業務を継続的に改善していかなければなら

ない。

論述のポイントとしては，設問イの後半に書かれている，「導入後の対

応」である。ヒントとしては，問題文の第二段落にいくつか具体的な問題

点が挙げられている。それらを踏まえて記述してもよいし，さらに他の項

目に膨らませたものにしてもよい。

なお，「ERPの導入」だけに終始すると，題意からはずれた論述になっ

てしまう。題意を常に意識しておくよう注意が必要である。

ERPシステム導入後の対応平成14年度秋期
午後Ⅱ　問３



①設問ア

設問アでは，業務モデルを組み込んだ情報システムの概要と導入の目的

について，あなたのかかわりと，その業務上の要請について述べることに

なる。

問題文では，「導入後の対応」が論述そのものの大きな主題であるが，

設問アではそこまでは明確に求められていない。したがって，まずは素直

にシステムの導入経緯を記述すればよい。

あと，「私の立場」についても明確に記述する。「業務上の要請」がわか

るよう「私の立場」を明確にしておくことで，論文を読む人にもわかりや

すい記述となる。常に，論文を読む人の立場に立って記述することに気を

配っておきたい。

②設問イ

設問イでは，「業務環境の変化及び業務モデルの活用を考慮した解決策」

が最大の論点である。したがって，単なる「システムの導入」のみに終始

した論文では，題意に沿った形にはならない。

ただ，そうは言っても，「システムの導入」の経緯をまず簡単に説明し

ておく必要がある。そうしておくことで，後の論述が進めやすくなると同

時に，読む人にもわかりやすく表現できるからである。

上記をふまえ，

↓

↓

といった流れを軸にして，論述を組み立てていけばよいだろう。

なお，設問イは本論文の中心となる部分である。可能な限り，具体的な

事例を挙げ，リアリティのある論述にしていきたい。特に，SDとして工

夫したこと，考えたこと，悩んだことなどについて，しっかりとアピール

３）問題点への対応

２）導入後の問題点の指摘

１）システムの導入
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して欲しい。

③設問ウ

設問ウでは，設問イで論述した内容をうけて，それに対してあなた自身

がどう評価したかを問われている。設問イのから，実施した機能の追加・

変更の範囲や導入後の保守・運用体制などと絡めて良かった点，反省すべ

き点を簡潔に説明することが必須である。さらに，設問では問われていな

いが，「更なる課題」を具体的に洗い出し，今後につながるような形にし

て論述を締めくくりたい。

なお，「更なる課題」は，SDである自分自身が，当事者として何をしな

ければならないかについて，はっきりアピールすること。決して他人事の

ような記述にならないよう，注意する必要がある。

1．概要設計

設問をもとに，次のように概要設計を行う。

テーマ：全社業務改善におけるERPパッケージの導入

１．（ア）業務改善プロジェクトとERPパッケージ

1―1 業務改善プロジェクトと私の立場

社内での伝票による手続が増え，業務そのものに支障が出ている。

社長特命プロジェクトで，全社的なコスト削減と事務処理の迅速化を

目的とした大幅な業務見なおしを行うことになった。

私は，そのプロジェクトのリーダとなった。

1―2 ERPパッケージ導入の目的

会社の業務全体を抜本的に見なおしていく。

業務そのものをERPパッケージの仕様に合わせる。

業務の見なおしを行うとともに，その業務にフィットするERPパッ

ケージを探す。

２．（イ）ERPパッケージの導入と導入後の問題点，対策

2―1 ERPパッケージの導入状況

業務の見なおし作業

ERPパッケージの選定
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ERPパッケージの導入

導入によるメリットの確認

2―2 導入後の問題点

ERPパッケージのバージョンアップ作業がスムーズに進まなかった

保守運用体制が不十分であった

事務作業そのものの効率が徐々に落ちはじめた

2―3 対策および工夫した点

運用保守体制の強化

継続的な業務の見なおし

３．（ウ）評価および更なる課題

3―1 ERP導入と導入後の対応の評価

ERPの導入そのものは，非常に効果があがった。

導入後の機能の追加・変更の影響や保守・運用体制の検討は不十分で

あった。

不十分な点は継続的に評価し，必要に応じて対応する。

3―2 更なる課題

引き続き，システムの利用状況を把握し，導入の目的の達成度合いを

評価する。

利用実態を適切に把握・評価できるような環境を整える。

私自身がシステムを活用した業務改善を継続的に行っていきたい。

２．キーワード体系図

次頁にキーワード体系図を示す。
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１行＝25字

空行はカウント外

（スタート）

私の立場をしっか

りアピールするこ

と。

400字

ERPのネガティブ

な面もあえてコメ

ントした。

テーマ：ERP導入後の問題点とその対策

1．（ア）業務改善プロジェクトとERPパッケージ

1―1 業務改善プロジェクトと私の立場

私は，光学機器メーカの総務部にて文書管理を統括し

ている。日々，社内の決裁に関する稟議書や，他の社内

事務手続に関する伝票の管理に追われている。最近特に，

社内での伝票による手続が増え，業務そのものに支障が

出ることが目立ってきた。そこで，社長特命プロジェク

トという形で，全社的なコスト削減と事務処理の迅速化

を目的とした大幅な業務見なおしを行うことになった。

私は，そのプロジェクトのリーダとして，情報システム

部門や社内の業務部門から選抜されたメンバといっしょ

に社内業務改善に取組むことになった。

1―2 ERPパッケージ導入の目的

実は，これまで，業務改善には何度も挑戦してきた。

ただ，あくまでもそのときの業務フローを前提としたも

のの繰り返しだった。そのため，抜本的な対策にはなり

にくく，長期的な改善には結びつかなかった。今回はこ

の過去の反省も考慮し，会社の業務全体を抜本的に見な

おしていく。具体的には，業務そのものをERPパッケー

ジの仕様に合わせるというアプローチを行うのである。

なお，この点は特に業務部門からの反発が予想されたた

め，社長からの指示という形で進めることにした。

ERPパッケージの導入については，世間では様々な失

敗事例が報告されている。それらの失敗事例をみていく

と，なぜ失敗したかの原因は少しずつ見えてくる。特に，

既存の業務フローに合わせてパッケージソフトの機能に

◆解答例

本文（横25文字） ポイント



対して過度な機能追加や変更をした結果失敗するという

傾向がある。そこで私は，業務そのものの見なおしを行

うとともに，どのようなERPパッケージが自社の業務に

よりフィットするかの検討を開始した。

2．（イ）ERP導入と導入後の問題点，対策

2―1 ERPパッケージの導入状況

まず，ERPパッケージの導入状況について述べる。

１）業務の見なおし作業

もっとも困難を極めるであろうと考えていた業務の見

なおし作業であるが，比較的スムーズに作業を進めるこ

とができた。業務部門自身が問題意識を持っていたのと，

社長からのメッセージがシンプルに浸透していたという

のがその大きな理由である。

そんな中でも，やはり既存の業務フローに固執し，業

務改善の検討すら行うことができないというような場面

もあった。そういった場合には，担当者になぜ「業務改

善しなければならないのか」「業務改善を行うことでどう

いったメリットがあるか」という点を粘り強く説明し，

納得してもらうということに腐心した。

２）ERPパッケージの選定

業務の見なおし作業と並行してERPパッケージの選定

を行った。業務フローそのものよりも，まずはどんな

ERPパッケージがあり，どのような業務に向いているの

か，あるいは成功事例はどうかなどといった点から先に

アプローチをしていったのである。

コンサルタントの協力も受けながら，さまざまなERP

パッケージ製品の比較検討を行い，改善検討中の業務に

フィットしそうなものを選定した。業務上ギャップは多

少あるが，ここは基本的には業務フローをパッケージに
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合わせることを前提とし，できる限り追加開発を行わな

くて済むように注意した。

３）ERPパッケージの導入

実際のERPパッケージの導入作業は，そのERP製品専門

の導入コンサルタントを中心に行われた。新しい業務フ

ローをしっかりと固めることができていたため，導入作

業も非常にスムーズに進んだ。

４）導入によるメリットの確認

当初，業務フローが大きく変わったため，多少の混乱

はあったが，プロジェクトメンバで社内各部署からの問

合せ対応を乗りきることができた。また，そもそものね

らいであった，「社内事務処理の迅速化」については，即

効果があがっており，例えばこれまで稟議決裁の処理で

平均10日間かかっていたのが，５日間と半減することが

できた。まずは，経営陣を含め，社内的にも上々の評価

を得ているところであった。

2―2 導入後の問題点

比較的スムーズに導入できたERPパッケージであるが，

導入後しばらくすると，細かな問題がいくつか露見して

きた。

1）ERPパッケージのバージョンアップ作業がスムーズに

進まなかった

基本的には，ERPパッケージに業務を合わせる形で導

入したのであるが，そうはいってもどうしてもカスタマ

イズしなければならない部分があり，一部機能の追加・

変更を行っていた。その後，あるバージョンアップ作業

において，そのカスタマイズした部分がネックとなり単

純にバージョンアップ作業を行うことができなくなって

しまった。しかたなく，そのバージョンアップ作業を延

期し，カスタマイズ部分への個別対応を施した上でバー
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ジョンアップを行うことになった。

幸いにも，業務全体に大きな影響は出なかったが，今

後のバージョンアップ作業に懸念が残ることとなった。

２）保守運用体制が不十分であった

上記１）のバージョンアップ作業の際に表面化したが，

保守運用を行う自社内の要員が少なく，何か問題があっ

た場合に迅速な対応が取れないという事象が発生した。

導入後のメンテナンスという意味で，導入時に自社内の

情報システム部の数名にトレーニングを施し，保守運用

体制を組んだつもりであったが，その見積りが甘かった

ようだ。平常時は特に問題ないにしても，何か予想外の

ことが発生した場合の体制については，まったく考慮さ

れていなかったのである。結局は，ERPパッケージの導

入にばかり意識がいき，導入後の保守・運用体制につい

て十分な検討ができないまま，運用を行っていたという

のが実態であった。

2―3 対策および工夫した点

2―2で挙げた問題は，いずれも導入以前の考慮が不足し

ていたことにより発生したものと想定される。私は，引

き続き業務改善プロジェクトのリーダとして，今後どの

ような対処を行うべきか検討を行った。その結果，大き

く次の２点に集約できた。

１）運用保守体制の強化

今後も業務は随時変わっていくと思われる。また，何

か障害などがあった場合に，業務に支障が出ないよう迅

速な対応が求められる。そのような対応を行っていくた

めに，今よりもさらに運用保守の体制を強化することに

した。また，運用保守に関する情報の共有化を図り，特

定の担当者しか知らないというようなこともできるだけ

防ぐよう環境の整備を行った。例えば，ERPパッケージ
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のバージョンアップ作業などにおいて，カスタマイズ部

分を明確化し，影響範囲をすぐに分析できるよう，最新

の情報を共有サーバに保管し，情報システム部内のだれ

もが閲覧できるような環境構築を要請した。

2）継続的な業務の見なおし

業務フローは常に変化していくものである。しかも，

良い変化と悪い変化がある。その点を見極めた上で，必

要な変化についてはERPパッケージに反映していかなけ

ればならない。そのためには，常に業務をチェックして

おく必要がある。私は，総務部文書管理のグループでこ

のチェックを行うこととし，何か問題があればすぐに検

証できるような体制をとった。

３．（ウ）評価および更なる課題

（ア）ERP導入と導入後の対応の評価

ERPの導入そのものは，非常に効果があがったといえ

る。特に，導入時点でのコストや導入期間については，

予想以上にスムーズにいき，また当初の目的も達成する

ことができた。

一方で，導入後の機能の追加・変更の影響や保守・運

用体制の検討は不十分であったことは否めない。導入検

討の際に，バージョンアップや保守などの面まで配慮を

行う必要があった。今回これらの問題点については，逐

次つぶしていくことで対処できた。今後もこれらの点に

ついて，継続的に評価を行い，必要に応じた対応を行っ

ていかなければならないと考えている。特に，導入後の

フォローは，通常考えられているよりもコストがかかっ

たり，人手が必要な場合が多く，注意が必要である。

3―2 更なる課題

引き続き，システムの利用状況を把握し，導入の目的

の達成度合いを評価していかなければならない。私自身
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がシステムを活用した業務を継続的に改善する役割を

担っていると考えている。特に，ERPパッケージのよう

なツールの場合，十分に活用するために，導入段階だけ

でなく導入後も引き続きその利用実態を適切に把握・評

価し，システムを活用した業務の改善を続けなければな

らないと考えている。

以上

さらに締まったも

のにする。

3850字ライン

◆解説
問題文を一度読んだだけでは題意の捉えにくい問題である。「導入後の

対応」という点が問われているのであるが，この点に気づかずに「システ

ムの導入」に終始した論文になりがちで，非常にトリッキーな問題ともい

える。昨年出題された３つの問題のうちでは，できれば選択するのを避け

たほうがよい問題といえよう。ただし，実際にERPパッケージの導入を行

い，導入後のフォローまで経験したことのある人であれば，十分答えられ

る問題でもある。

いずれにしても，問題の題意をしっかり把握し，すばやく吟味した上で

問題を選択するようにしなければならない。

１．ERPの導入について

ここでは，ERPの導入と導入後の対応をひとつにまとめ，簡単に解説を

行う。今後も，ERPパッケージに関する問題は，かなりの確率で出題され

ると考えられる。ERPパッケージ導入の概要は，ぜひ把握しておきたい。

１）何のためにERPパッケージを使うのか

まず，忘れてはならないのは，ERPパッケージ導入が目的ではないとい

うことである。では，ERPシステムは何のために必要なのか？これは導入

する組織によっても異なるが，一般的には以下のような目的で導入するこ



とが多い。

・情報伝達を迅速にする

・業務処理を的確かつ迅速に行う

・業務に必要な情報を迅速に提示する

・経営意思決定をスピードアップさせる

あくまでもERPパッケージはこれらの目的を支援するための道具であ

る。したがって，導入目的を明確にすることが肝心なのだ。

さらにいえば，ERPシステムに対して過度な期待をしないということも

大切である。あくまでも業務を支援するという道具の一つとして考え，実

際の効果は自らの意思で工夫をしながら出していかなければならない。

２）ERPシステム導入は業務改革と一体である

１）でも述べたが，ERPシステム導入はあくまでも業務を支援する手段

である。ただ，単なる小手先の手段ではなく，業務の抜本的な見直しも求

められる手段である。したがって，ERPシステムの導入は業務改革と表裏

一体であるという認識を持たなければならない。

実際に導入する際には，業務改革を行うという意識でERPシステムを導

入するのが現実的であろう。その際には，関係者に「今業務改革を行わな

ければ今後生きていけない」といったような危機意識を持たせて導入に取

り組むくらいの覚悟が必要である。

３）どのERPパッケージを利用すべきか

ERPシステムを導入するにあたり，非常に悩ましいのがERPパッケージ

の選定である。まずは，それぞれのERPパッケージをよく知ることから始

めなければならない。ERPパッケージのタイプや同じ業界での事例などを

参考にしながら比較検討を行う。

また，パッケージ選定以上に難しいのがサポート会社の選定である。サ

ポート会社のスキル次第で，導入の成否が大きく変わってくることが，こ

れまでの幾多の事例で証明されている。サポート会社の選定については，

識者を交えじっくりと検討して判断すべきであろう。自社の導入体制にも

よるが，外部のコンサルタントを有効に活用するのも一つの方法である。

４）ERPシステム導入プロジェクトの立ち上げ
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一般にERP導入は，プロジェクトとして期間限定のミッションを持った

組織で行うのが有効である。したがって，プロジェクトのリーダとゴール

については明確にしておかなければならないのは言うまでもない。その上

で，現場の業務に携わっている要員を中心としたメンバで組織していくこ

とが重要である。現場の業務を知らない，評論家のような人員ははっきり

言って不要である。

次に，そういったプロジェクト組織を立ち上げたら，サポート会社だけ

にまかせないで，自分たちで勉強してERPパッケージを理解していく必要

がある。最低でも，導入の状況を把握でき，目的に合致しているかどうか

を常にチェックできるような形にしておきたい。

さらに，プロジェクトのゴールを定める際には，定量的な目標を設定す

る方がよい。そうすることで，プロジェクトに携わる人のすべてが，目標

に対して明確に理解しやすくなるのである。

◆別解

設問イの2―2で挙げた２つの問題点以外に，以下のような問題点が考え

られる。それぞれの問題点について，対応策とあわせて論述することで別

解とすることができる。

＜当初目的としていた効果が表れない＞

当初目的としていた効果が表れないといった場合，大きく以下の２つの

ケースが考えられる。

１点目としては，導入した結果得られるアウトプットが，実際の業務で

求められているものと異なっていた場合である。これは，最初に行ってお

くべき業務の分析が不十分であったり，ERPパッケージとのギャップ分析

が不十分であったりといった点が原因であること多い。この場合，あらた

めて業務の見なおしからやり直すのが，結果的には早く効果を出すことが

できる。変に，小手先で対応をしようとして，ますます業務が複雑になっ

たり，ERPパッケージに余計な機能追加を行ったりしてしまうことで，泥

沼に陥ることが実際には多いのである。導入後の対応という意味で，非常
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にデリケートな問題ではあるが，SDとしては毅然と対処しなければなら

ない。

２点目としては，そもそも目的が明確でなかったということが挙げられ

る。もう少し突っ込んで言うと，関係者が各自勝手に目的を考えており，

人によって目的に対する達成度合いが違うということである。このような

場合，できるだけ目的を定量化し，関係者間で認識合わせを行っておくこ

とが重要である。すでに導入してしまったあとで，定量的な目標を明確に

していなかったことに気づいた場合には，できるだけ早い段階で関係者に

その旨を伝え，何が目的であったかを早急に認識合わせするような場を設

定していくなどの対応が必要である。

＜事務作業そのものの効率が徐々に落ちはじめる＞

導入当初に比べ，徐々にではあるが業務の効率が落ちてきている。事務

処理の停滞や，関係する人の数が増え，事務手続きが複雑になりつつある

のだ。

実は，業務環境そのものは，ERPパッケージを導入した直後からすでに

微妙な変化が出てきていた。そして，皆その点に気づかずに導入時のまま

業務をまわし，ERPパッケージを使っていたのであった。

このような陳腐化を防ぐためには，業務環境の変化に応じて，業務フ

ローの継続的な見なおしや機能変更，要員教育などが必要であった。

＜不十分なユーザトレーニング＞

ユーザトレーニングが不足しているということは，ユーザ側で導入した

システムが十分に利活用できていないということである。その結果，「以

前の業務やシステムの方がよかった」といった不満感が高まり，業務が遅

滞し企業経営そのものに何らかの影響を及ぼすといったことにもなりかね

ない。また，システムを導入する際に，たとえどんなにユーザ側の使い勝

手などを考慮したとしても，それが実際に使う側の人々に伝わらなければ

意味がないのである。

通常，システム導入においては，なんとかしてシステムを予定通りの時
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期に問題なく稼動させようとして，導入後の利用者側への配慮は後回しに

なりがちである。もしも，導入後に，ユーザトレーニングが不十分であっ

たという点に気づいたならば，すぐにトレーニングのための段取りを行い，

実際に使えるようになるためにはどうすればよいかを考えなければならな

い。その際には，ユーザ部門のリーダと連携し，ユーザ側の立場を考慮し

つつ，ユーザ側で当事者意識をかもし出すような形で進めることができれ

ばベストであろう。
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